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○鹿児島市営住宅条例 

平成9年3月28日 

条例第13号 

改正 平成9年6月25日条例第23号 

平成9年10月3日条例第34号 

平成9年12月25日条例第39号 

平成10年3月30日条例第14号 

平成10年10月2日条例第29号 

平成10年12月21日条例第36号 

平成11年3月2日条例第1号 

平成11年6月23日条例第24号 

平成11年10月4日条例第29号 

平成11年12月20日条例第36号 

平成12年3月27日条例第31号 

平成12年6月22日条例第59号 

平成12年10月2日条例第65号 

平成12年12月26日条例第74号 

平成13年3月23日条例第9号 

平成13年9月28日条例第35号 

平成13年12月25日条例第41号 

平成14年2月27日条例第2号 

平成14年10月8日条例第30号 

平成15年3月4日条例第2号 

平成15年7月4日条例第26号 

平成16年2月24日条例第5号 

平成16年10月12日条例第42号 

平成16年12月20日条例第163号 

平成17年7月11日条例第65号 

平成17年10月4日条例第84号 

平成17年12月28日条例第95号 

平成18年6月30日条例第35号 

平成18年12月20日条例第51号 

平成19年7月6日条例第52号 

平成19年10月1日条例第65号 

平成19年12月25日条例第71号 
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平成20年3月26日条例第17号 

平成20年9月29日条例第42号 

平成21年3月27日条例第17号 

平成21年10月5日条例第44号 

平成21年12月17日条例第51号 

平成22年2月24日条例第5号 

平成22年3月23日条例第18号 

平成22年6月28日条例第30号 

平成22年12月27日条例第54号 

平成23年2月22日条例第2号 

平成23年3月22日条例第10号 

平成23年6月29日条例第22号 

平成23年10月11日条例第28号 

平成23年12月16日条例第33号 

平成24年3月19日条例第14号 

平成24年10月1日条例第38号 

平成24年12月25日条例第79号 

平成25年6月27日条例第27号 

平成25年9月30日条例第35号 

平成25年12月20日条例第45号 

平成26年3月18日条例第22号 

平成26年9月29日条例第55号 

平成26年12月22日条例第65号 

平成27年3月23日条例第25号 

平成27年9月30日条例第54号 

平成27年12月18日条例第68号 

平成28年10月3日条例第47号 

平成28年12月26日条例第57号 

平成29年6月29日条例第30号 

平成29年10月2日条例第34号 

平成29年12月22日条例第40号 

鹿児島市営住宅条例(平成元年条例第4号)の全部を改正する。 

目次 

第1章 総則(第1条・第2条) 

第1章の2 市営住宅等及び共同施設の整備基準(第2条の2―第2条の17) 
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第2章 住宅等の設置(第3条) 

第3章 市営住宅等及び店舗等の管理(第4条―第40条の2) 

第4章 市営住宅の社会福祉事業等への活用(第41条―第46条) 

第5章 市営住宅のみなし特定公共賃貸住宅としての活用(第47条―第50条) 

第6章 特定公共賃貸住宅の管理(第51条―第57条) 

第7章 その他住宅の管理(第58条―第61条) 

第8章 雑則(第62条―第65条) 

付則 

第1章 総則 

(趣旨) 

第1条 この条例は、公営住宅法(昭和26年法律第193号。以下「法」という。)、住宅地区改良

法(昭和35年法律第84号。以下「改良法」という。)及び特定優良賃貸住宅の供給の促進に関

する法律(平成5年法律第52号。以下「特優賃住宅法」という。)の規定に基づき市が供給する

住宅、市が供給するその他の住宅並びにこれらの住宅に附帯する施設の設置及び管理に関し

て必要な事項を定めるものとする。 

(用語の定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 市営住宅 市が法に基づき建設、買取り又は借上げを行い、及び管理する住宅及びその

附帯施設をいう。 

(2) 改良住宅 市が改良法に基づき建設し、及び管理する住宅及びその附帯施設をいう。 

(3) 更新住宅 市が旧改良住宅等建替事業制度要綱(平成3年4月11日付け建設省住整発第42

号)に基づき建設し、又は改良住宅等改善事業制度要綱(平成11年4月1日付け建設省住整発

第25号。以下「改良住宅改善要綱」という。)に基づき建設し、購入し、若しくは借上げを

行い、及び改良住宅改善要綱に基づき管理する住宅及びその附帯施設をいう。 

(4) 特定公共賃貸住宅 市が特優賃住宅法第18条の規定に基づき建設し、及び管理する住宅

及びその附帯施設をいう。 

(5) その他住宅 前各号に規定する住宅及びその附帯施設以外の住宅並びにその附帯施設

をいう。 

(6) 店舗等 市営住宅又は改良住宅等に併設する店舗、事務所その他市長が必要と認めるも

のをいう。 

(7) 共同施設 法第2条第9号又は改良法第2条第7項に掲げる施設をいう。 

(8) 公営住宅 法第2条第2号に規定する公営住宅をいう。 

(9) 改良住宅等 改良住宅及び更新住宅をいう。 

(10) 市営住宅等 市営住宅及び改良住宅等をいう。 

(11) 収入 公営住宅法施行令(昭和26年政令第240号。以下「令」という。)第1条第3号に規
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定する収入をいう。 

(12) 市営住宅建替事業 市が施行する法第2条第15号に規定する公営住宅建替事業をいう。 

(13) 改良住宅建替事業 市が施行する改良住宅改善要綱に基づく建替事業をいう。 

(14) 住宅監理員 法第33条第2項の規定に基づき市長が任命する公営住宅監理員、改良法第

29条第1項において準用する法第33条第2項の規定に基づき市長が任命する改良住宅監理員

及び更新住宅、特定公共賃貸住宅、その他住宅、店舗等又は共同施設を管理させるため、

市長が任命する者をいう。 

(平14条例2・平16条例42・平20条例42・一部改正) 

第1章の2 市営住宅等及び共同施設の整備基準 

(平24条例79・追加) 

(整備基準) 

第2条の2 法第5条第1項及び第2項に規定する整備基準については、次条から第2条の17までに

定めるところによる。 

(平24条例79・追加) 

(健全な地域社会の形成) 

第2条の3 市営住宅等及び共同施設は、その周辺の地域を含めた健全な地域社会の形成に資す

るように考慮して整備しなければならない。 

(平24条例79・追加) 

(良好な居住環境の確保) 

第2条の4 市営住宅等及び共同施設は、安全、衛生、美観等を考慮し、かつ、入居者等にとっ

て便利で快適なものとなるように整備しなければならない。 

(平24条例79・追加) 

(費用の縮減への配慮) 

第2条の5 市営住宅等及び共同施設の建設に当たっては、設計の標準化、合理的な工法の採用、

規格化された資材の使用及び適切な耐久性の確保に努めることにより、建設及び維持管理に

要する費用の縮減に配慮しなければならない。 

(平24条例79・追加) 

(位置の選定) 

第2条の6 市営住宅等及び共同施設の敷地(以下「敷地」という。)の位置は、災害の発生のお

それが多い土地及び公害等により居住環境が著しく阻害されるおそれがある土地をできる限

り避け、かつ、通勤、通学、日用品の購買その他入居者の日常生活の利便を考慮して選定し

なければならない。 

(平24条例79・追加) 

(敷地の安全等) 

第2条の7 敷地が地盤の軟弱な土地、がけ崩れ又は出水のおそれがある土地その他これらに類
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する土地であるときは、当該敷地に地盤の改良、擁壁の設置等安全上必要な措置を講じなけ

ればならない。 

2 敷地には、雨水及び汚水を有効に排出し、又は処理するために必要な施設を設けなければな

らない。 

(平24条例79・追加) 

(住棟等の基準) 

第2条の8 住棟その他の建築物は、敷地内及びその周辺の地域の良好な居住環境を確保するた

めに必要な日照、通風、採光、開放性及びプライバシーの確保、災害の防止、騒音等による

居住環境の阻害の防止等を考慮した配置としなければならない。 

(平24条例79・追加) 

(住宅の基準) 

第2条の9 住宅には、防火、避難及び防犯のための適切な措置を講じなければならない。 

2 住宅には、外壁、窓等を通しての熱の損失の防止その他の住宅に係るエネルギーの使用の合

理化を適切に図るためのものとして規則で定める措置を講じなければならない。 

3 住宅の床及び外壁の開口部には、当該部分の遮音性能の確保を適切に図るためのものとして

規則で定める措置を講じなければならない。 

4 住宅の構造耐力上主要な部分(建築基準法施行令(昭和25年政令第338号)第1条第3号に規定

する構造耐力上主要な部分をいう。以下同じ。)及びこれと一体的に整備される部分には、当

該部分の劣化の軽減を適切に図るためのものとして規則で定める措置を講じなければならな

い。 

5 住宅の給水、排水及びガスの設備に係る配管には、構造耐力上主要な部分に影響を及ぼすこ

となく点検及び補修を行うことができるためのものとして規則で定める措置を講じなければ

ならない。 

(平24条例79・追加) 

(住戸の基準) 

第2条の10 市営住宅等の1戸の床面積の合計(共同住宅においては、共用部分の床面積を除く。)

は、25平方メートル以上とする。ただし、共用部分に共同して利用するため適切な台所及び

浴室を設ける場合は、この限りでない。 

2 市営住宅等の各住戸には、台所、水洗便所、洗面設備及び浴室並びにテレビジョン受信の設

備及び電話配線を設けなければならない。ただし、共用部分に共同して利用するため適切な

台所又は浴室を設けることにより各住戸部分に設ける場合と同等以上の居住環境が確保され

る場合にあっては、各住戸部分に台所又は浴室を設けることを要しない。 

3 市営住宅等の各住戸には、居室内における化学物質の発散による衛生上の支障の防止を図る

ためのものとして規則で定める措置を講じなければならない。 

(平24条例79・追加) 
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(住戸内の各部) 

第2条の11 住戸内の各部には、移動の利便性及び安全性の確保を適切に図るための措置その他

の高齢者等が日常生活を支障なく営むことができるためのものとして規則で定める措置を講

じなければならない。 

(平24条例79・追加) 

(共用部分) 

第2条の12 市営住宅等の通行の用に供する共用部分には、高齢者等の移動の利便性及び安全性

の確保を適切に図るためのものとして規則で定める措置を講じなければならない。 

(平24条例79・追加) 

(附帯施設) 

第2条の13 敷地内には、必要な自転車置場、物置、ごみ置場等の附帯施設を設けなければなら

ない。 

2 前項の附帯施設は、入居者の衛生、利便等及び良好な居住環境の確保に支障が生じないよう

に考慮しなければならない。 

(平24条例79・追加) 

(児童遊園) 

第2条の14 児童遊園の位置及び規模は、敷地内の住戸数、敷地の規模及び形状、住棟の配置等

に応じて、入居者の利便及び児童等の安全を確保した適切なものとしなければならない。 

(平24条例79・追加) 

(集会所) 

第2条の15 集会所の位置及び規模は、敷地内の住戸数、敷地の規模及び形状、住棟及び児童遊

園の配置等に応じて、入居者の利便を確保した適切なものとしなければならない。 

(平24条例79・追加) 

(広場及び緑地) 

第2条の16 広場及び緑地の位置及び規模は、良好な居住環境の維持増進に資するように考慮し

なければならない。 

(平24条例79・追加) 

(通路) 

第2条の17 敷地内の通路は、敷地の規模及び形状、住棟等の配置並びに周辺の状況に応じて、

日常生活の利便、通行の安全、災害の防止、環境の保全等に支障がないような規模及び構造

で合理的に配置しなければならない。 

2 通路における階段は、高齢者等の通行の安全に配慮し、必要な補助手すり又は傾斜路を設け

なければならない。 

(平24条例79・追加) 

第2章 住宅等の設置 
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(設置) 

第3条 市営住宅等、特定公共賃貸住宅、その他住宅及び店舗等(以下「住宅等」という。)の名

称及び位置は、別表のとおりとする。 

(平16条例42・平20条例42・一部改正) 

第3章 市営住宅等及び店舗等の管理 

(平20条例42・改称) 

(入居者の公募の方法) 

第4条 市長は、入居者の公募を次に掲げる方法のうち2以上の方法によって行うものとする。 

(1) 新聞 

(2) テレビジョン 

(3) 市広報紙 

(4) その他市民が周知できるような方法 

2 前項の公募に当たっては、市長は当該公募を行う市営住宅等又は店舗等の供給場所、戸数、

規格、家賃、入居者資格、申込方法、入居時期その他必要な事項を示して行うものとする。 

(平20条例42・一部改正) 

(公募の例外) 

第5条 市長は、次に掲げる事由に係る者については、別に定めるところにより公募によらない

で市営住宅等に入居させることができる。 

(1) 災害 

(2) 不良住宅の撤去 

(3) 公営住宅又は更新住宅の借上げに係る契約の終了 

(4) 法第2条第15号に規定する公営住宅建替事業による公営住宅の除却 

(5) 令第5条各号に掲げる事由 

(6) その他市長が認める特別の事由 

(平14条例2・一部改正) 

(入居者資格) 

第6条 市営住宅に入居することができる者は、次の各号(被災市街地復興特別措置法(平成7年

法律第14号)第21条に規定する被災者等にあっては、第3号及び第4号)の条件を具備する者で

なければならない。 

(1) 現に同居し、又は同居しようとする親族(婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある者その他婚姻の予約者を含む。以下同じ。)があること。 

(2) その者の収入がア、イ又はウに掲げる場合の区分に応じ、それぞれア、イ又はウに掲げ

る金額を超えないこと。 

ア 入居者の心身の状況又は世帯構成、住宅事情等を勘案し、特に居住の安定を図る必要

がある場合として次のいずれかに該当する場合 214,000円 
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(ア) 入居者が精神保健及び精神障害福祉に関する法律施行令第6条第3項に規定する1

級又は2級のいずれかに該当する程度の精神障害者であること。 

(イ) 入居者が(ア)に規定する精神障害の程度に相当する程度の知的障害者であること。 

(ウ) 入居者が次項第2号ア、第3号、第4号、第6号及び第7号に該当する者であること。 

(エ) 入居者が60歳以上の者であり、かつ、同居者のいずれもが60歳以上又は18歳未満

の者であること。 

(オ) 同居者に中学校就学前の者があること。 

(カ) その他規則で定める条件を具備すること。 

イ 市営住宅が、法第8条第1項若しくは第3項若しくは激甚災害に対処するための特別の財

政援助等に関する法律(昭和37年法律第150号)第22条第1項の規定による国の補助に係る

もの又は法第8条第1項各号のいずれかに該当する場合において市長が災害により滅失し

た住宅に居住していた低額所得者に転貸するため借り上げるものである場合 214,000

円(当該災害発生の日から3年を経過した後は、158,000円) 

ウ ア及びイに掲げる場合以外の場合 158,000円 

(3) 現に住宅に困窮していることが明らかであること。 

(4) その者並びに現に同居し、及び同居しようとする親族が暴力団員による不当な行為の防

止等に関する法律(平成3年法律第77号)第2条第6号に規定する暴力団員(以下「暴力団員」

という。)でないこと。 

2 前項の規定にかかわらず、老人、身体障害者その他の特に居住の安定を図る必要がある者(次

の各号のいずれかに該当する者をいう。次条第3項において「老人等」という。)にあっては、

前項第2号から第4号までの条件を具備する者でなければならない。ただし、身体上又は精神

上著しい障害があるために常時の介護を必要とし、かつ、居宅においてこれを受けることが

できず、又は受けることが困難であると認められる者を除く。 

(1) 60歳以上の者 

(2) 障害者基本法(昭和45年法律第84号)第2条第1号に規定する障害者でその障害の程度が

ア、イ又はウに掲げる障害の種類に応じ、それぞれア、イ又はウに定める程度であるもの 

ア 身体障害 身体障害者福祉法施行規則(昭和25年厚生省令第15号)別表第5号の1級から

4級までのいずれかに該当する程度 

イ 精神障害(知的障害を除く。以下同じ。) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

施行令(昭和25年政令第155号)第6条第3項に規定する1級から3級までのいずれかに該当

する程度 

ウ 知的障害 イに規定する精神障害の程度に相当する程度 

(3) 戦傷病者特別援護法(昭和38年法律第168号)第2条第1項に規定する戦傷病者でその障害

の程度が恩給法(大正12年法律第48号)別表第1号表ノ2の特別項症から第6項症まで又は同

法別表第1号表ノ3の第1款症であるもの 
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(4) 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律(平成6年法律第117号)第11条第1項の規定に

よる厚生労働大臣の認定を受けている者 

(5) 生活保護法(昭和25年法律第144号)第6条第1項に規定する被保護者又は中国残留邦人等

の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関

する法律(平成6年法律第30号)第14条第1項に規定する支援給付(中国残留邦人等の円滑な

帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律(平成19年法

律第127号)附則第4条第1項に規定する支援給付及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及

び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律(平成25年法律第106号)附

則第2条第1項又は第2項の規定によりなお従前の例によることとされた同法による改正前

の中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律第14条第

1項に規定する支援給付を含む。)を受けている者 

(6) 海外からの引揚者で本邦に引き揚げた日から起算して5年を経過していないもの 

(7) ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律(平成13年法律第63

号)第2条に規定するハンセン病療養所入所者等 

(8) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律(平成13年法律第31号。以下

この号において「配偶者暴力防止等法」という。)第1条第2項に規定する被害者でア又はイ

のいずれかに該当するもの 

ア 配偶者暴力防止等法第3条第3項第3号の規定による一時保護又は配偶者暴力防止等法

第5条の規定による保護が終了した日から起算して5年を経過していない者 

イ 配偶者暴力防止等法第10条第1項の規定により裁判所がした命令の申立てを行った者

で当該命令がその効力を生じた日から起算して5年を経過していないもの 

3 市長は、入居の申込みをした者が前項ただし書に規定する者に該当するかどうかを判断しよ

うとする場合において必要があると認めるときは、当該職員をして、当該入居の申込みをし

た者に面接させ、その心身の状況、受けることができる介護の内容その他必要な事項につい

て調査させることができる。 

4 改良住宅等に入居することができる者は、改良住宅にあっては改良法第18条に規定する条件

を具備し、更新住宅にあっては改良住宅改善要綱第13の第1項に規定する条件を具備する者で

なければならない。ただし、その者又は現に同居し、若しくは同居しようとする親族が暴力

団員である場合は、入居することができない。 

5 前項の規定にかかわらず、改良住宅等に入居させるべき者が入居せず、又は居住しなくなっ

た場合において当該改良住宅等に入居することができる者が具備しなければならない条件に

ついては、第1項(第2号イを除く。)の規定を準用する。この場合において、同項第2号ア中

「214,000円」とあるのは「139,000円」と、同項第2号ウ中「ア及びイに掲げる場合以外の場

合」とあるのは「アに掲げる場合以外の場合」と、「158,000円」とあるのは「114,000円」

と読み替えるものとする。 
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6 店舗等に入居することができる者は、市長が別に定める条件を具備する者でなければならな

い。ただし、暴力団員又は役員(経営を実質的に支配することが可能となる関係にある者を含

む。以下同じ。)が暴力団員である法人は、入居することができない。 

7 密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律(平成9年法律第49号。以下「密集市

街地整備法」という。)第20条第1項第2号イの金額は、第1項第2号(イを除く。)に定めるとお

りとする。 

8 密集市街地整備法第20条第1項第2号ロの条件は、第1項(第2号を除く。)に定めるとおりとす

る。 

(平12条例65・平14条例2・平20条例17・平20条例42・平22条例18・平24条例14・平24

条例79・平25条例45・平26条例55・一部改正) 

(入居者資格の特例) 

第7条 公営住宅の借上げに係る契約の終了、法第44条第3項の規定による公営住宅の用途の廃

止、改良法第29条第1項において準用する法第44条第3項の規定による改良住宅の用途の廃止

又は更新住宅の借上げに係る契約の終了若しくは用途の廃止により当該公営住宅、改良住宅

又は更新住宅の明渡しをしようとする入居者が、当該明渡しに伴い他の市営住宅等への入居

の申出をした場合においては、その者は、前条第1項第1号から第3号まで又は同条第4項本文

に規定する条件を具備する者とみなす。 

2 店舗等の用途の廃止により当該店舗等の明渡しをしようとする入居者が、当該明渡しに伴い

他の店舗等への入居の申出をした場合においては、その者は、前条第6項本文に規定する条件

を具備する者とみなす。 

3 前条第1項第2号イに掲げる市営住宅の入居者は、同項各号(老人等にあっては、同項第2項か

ら第4号まで)に掲げる条件を具備するほか、当該災害発生の日から3年間は、なお、当該災害

により住宅を失った者でなければならない。 

(平14条例2・平20条例17・平20条例42・平22条例18・平24条例14・一部改正) 

(入居の申込み及び決定) 

第8条 第6条(第4項、第7項及び第8項を除く。)に規定する入居者資格のある者又は前条第1項

に規定する者(明渡しをしようとする市営住宅等の入居者で、当該市営住宅等への入居の際改

良住宅に入居させるべき者としての条件を具備していたもの(次項において「旧改良住宅入居

者」という。)を除く。)で市営住宅等又は店舗等に入居しようとするものは、規則で定める

ところにより、公募の都度入居の申込みをしなければならない。この場合において、市営住

宅等の申込みは、1世帯1戸限りとする。 

2 市長は、前項の規定により入居の申込みをした者、第6条第4項に該当する者、旧改良住宅入

居者又は前条第2項に該当する者を市営住宅等又は店舗等の入居者として決定し、その旨を当

該入居者として決定した者(以下「入居決定者」という。)に対し通知するものとする。 

3 市長は、借上げに係る市営住宅又は更新住宅の入居者を決定したときは、当該入居決定者に
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対し、当該市営住宅又は更新住宅の借上げの期間の満了時に当該市営住宅又は更新住宅を明

け渡さなければならない旨を通知しなければならない。 

(平14条例2・平20条例42・平24条例14・一部改正) 

(入居者の選考) 

第9条 前条第1項の規定による市営住宅等の入居の申込みをした者の数が入居させるべき市営

住宅等の戸数を超える場合の入居者の選考は、令第7条各号に掲げる要件のいずれかに該当す

る者の中から公開抽せんにより行うものとする。 

2 前条第1項の規定による店舗等の入居の申込みをした者の数が入居させるべき店舗等の戸数

を超える場合の入居者の選考は、公開抽せんにより行うものとする。 

(平20条例42・一部改正) 

(入居補欠者) 

第10条 市長は、前条の規定に基づいて入居者を選考する場合において、入居決定者のほかに

補欠として入居順位を定めて、必要と認める数の入居補欠者を定めることができる。 

2 市長は、市営住宅等又は店舗等の入居者公募を行った場合において、入居決定者が市営住宅

等若しくは店舗等に入居しないとき、又は市営住宅等若しくは店舗等に入居している者が次

の入居者公募の日の前日までに当該市営住宅等若しくは店舗等を明け渡したときは、前項の

入居補欠者のうちから入居順位に従い入居者を決定するものとする。 

3 第1項の入居補欠者としての資格は、次の入居者公募の日の前日までとする。 

(平20条例42・一部改正) 

(入居の手続) 

第11条 市営住宅等又は店舗等の入居決定者は、第8条第2項の規定による通知があった日から

10日以内に、次に掲げる手続をしなければならない。ただし、当該入居決定者がやむを得な

い理由により当該期間内に入居の手続をすることができないときは、市長の承認を得て、市

長が指示する期限までに当該手続をすることができる。 

(1) 連帯保証人の連署する請書を提出すること。 

(2) 第18条第1項に規定する敷金を納付すること。 

(3) その他市長が必要と認める書類を提出すること。 

2 前項第1号の連帯保証人は、次に掲げる条件のすべてを具備する者でなければならない。た

だし、第1号に掲げる条件については、市長が特別の事情があると認める場合にあっては、こ

の限りでない。 

(1) 市内に住所を有する者であること。 

(2) 独立の生計を営み、かつ、入居決定者と同程度以上の収入を有する者であること。 

3 市長は、市営住宅等又は店舗等の入居決定者が第1項の期間内に同項各号に規定する手続を

しないときは、入居の決定を取り消すことができる。 

4 市長は、市営住宅等又は店舗等の入居決定者が第1項の手続をしたときは、当該入居決定者
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に対して速やかに市営住宅等又は店舗等の入居可能日を通知しなければならない。 

5 市営住宅等又は店舗等の入居決定者は、前項により通知された入居可能日から10日以内に入

居しなければならない。ただし、特に市長の承認を得たときは、この限りでない。 

6 入居者は、連帯保証人が死亡その他の理由により第2項各号に掲げる条件を具備しなくなっ

たとき、又は連帯保証人を変更しようとするときは、速やかにこれに代わる連帯保証人をた

て、市長の承認を得なければならない。 

(平20条例42・一部改正) 

(同居の承認) 

第12条 市営住宅等の入居者は、当該市営住宅等への入居の際に同居した親族以外の者を同居

させようとするときは、規則で定めるところにより、市長の承認を得なければならない。 

2 市長は、前項の新たに同居させようとする者が暴力団員であるときは、同項の承認をしては

ならない。 

(平20条例17・一部改正) 

(入居の承継) 

第13条 市営住宅等の入居者が死亡し、又は退去した場合において、その死亡時又は退去時に

当該入居者と同居していた者が引き続き当該市営住宅等に居住を希望するときは、当該入居

者と同居していた者は、規則で定めるところにより、市長の承認を得なければならない。 

2 店舗等の入居者に死亡、退去その他入居を継続することができない事由が生じた場合におい

て、入居を承継すべき者が引き続き当該店舗等の入居を希望するときは、規則で定めるとこ

ろにより、市長の承認を得なければならない。 

3 市長は、第1項の引き続き居住を希望する者が暴力団員であるときは同項の承認を、前項の

引き続き入居を希望する者が暴力団員又は役員が暴力団員である法人であるときは同項の承

認をしてはならない。 

(平20条例17・平20条例42・一部改正) 

(家賃の決定等) 

第14条 市営住宅の毎月の家賃は、毎年度、次条第2項の規定により認定された収入(同条第3

項の規定により更正された場合には、その更正後の収入。第27条及び第59条第1項において同

じ。)に基づき、近傍同種の住宅の家賃以下で令第2条に規定する方法により算出した額とす

る。ただし、市営住宅の入居者から次条第1項の収入の申告がない場合において、第34条第1

項の規定による報告の請求を行ったにもかかわらず、当該入居者がその請求に応じないとき

は、当該市営住宅の家賃は、近傍同種の住宅の家賃とする。 

2 令第2条第1項第4号に規定する事業主体の定める数値は、市長が別に定めるものとする。 

3 第1項の近傍同種の住宅の家賃は、毎年度、令第3条に規定する方法により算出した額とする。 

4 改良住宅等の毎月の家賃は、改良法第29条第3項の規定により公営住宅法の一部を改正する

法律(平成8年法律第55号)による改正前の公営住宅法(以下「旧法」という。)第12条及び公営
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住宅法施行令の一部を改正する政令(平成8年政令第248号)による改正前の公営住宅法施行令

(以下「旧令」という。)第4条又は旧法第13条及び旧令第4条の4に規定する算出方法により算

出した額の範囲内において、市長が定める。 

5 法第16条第4項に規定する入居者に該当する者が次条第1項本文に規定する収入の申告をす

ること及び第34条第1項の規定による報告の請求に応じることが困難な事情にあると市長が

認めるときは、第1項の規定にかかわらず、当該入居者の市営住宅の毎月の家賃は、毎年度、

法第16条第4項の国土交通省令で定める方法により把握した当該入居者の収入に基づき、近傍

同種の住宅の家賃以下で、令第2条に規定する方法により算出した額とする。 

6 店舗等の毎月の家賃の決定及び変更については、第4項の規定を準用する。 

(平16条例42・平20条例42・平29条例40・一部改正) 

(収入の申告等) 

第15条 市営住宅等の入居者は、毎年度、規則で定めるところにより、収入の申告をしなけれ

ばならない。ただし、前条第5項及び第29条第5項の規定により家賃を定める場合は、この限

りでない。 

2 市長は、前項の収入の申告に基づき、収入の額を認定し、当該額を入居者に通知するものと

する。 

3 市営住宅等の入居者は、前項の規定による認定に対し、規則で定めるところにより意見を述

べることができる。この場合において、市長は、意見の内容を審査し、必要があると認める

ときは、当該認定を更正するものとする。 

4 第2項の規定は前条第5項及び第29条第5項の規定により家賃を定める場合において把握した

収入の額の通知について、前項の規定は当該収入の額に対する意見の陳述及びその額の変更

について、それぞれ準用する。 

(平29条例40・一部改正) 

(家賃の減免又は徴収猶予) 

第16条 市長は、次に掲げる特別の事情がある場合においては、市営住宅等の家賃の減免又は

徴収の猶予を必要と認める者に対して、市長が定める減免基準により、当該家賃の減免又は

徴収の猶予をすることができる。 

(1) 市営住宅等の入居者又は同居者の収入が著しく低額であるとき。 

(2) 市営住宅等の入居者又は同居者が病気にかかったとき。 

(3) 市営住宅等の入居者又は同居者が災害により著しい損害を受けたとき。 

(4) 年度の途中で失業等により収入が変動した場合であって、当該年度中に収入の再認定を

することができない事情があるとき。 

(5) その他市長が特別の事情があると認めたとき。 

(家賃の納付) 

第17条 家賃は、第11条第4項の入居可能日から市営住宅等又は店舗等を明け渡した日(第30条
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第1項又は第35条第1項の規定による明渡しの請求があったときは明渡しの期限として市長が

定めた日又は明け渡した日のいずれか早い日、第40条第1項の規定による明渡しの請求があっ

たときは当該請求があった日)まで徴収する。 

2 家賃は、毎月末日(12月分にあっては翌年の1月4日)までにその月分を納付しなければならな

い。この場合において、当該期限が民法(明治29年法律第89号)第142条に規定する休日又は土

曜日に当たるときは、これらの日の翌日を当該期限とみなす。 

3 入居者が新たに市営住宅等若しくは店舗等に入居した場合又は市営住宅等若しくは店舗等

を明け渡した場合において、その月の使用期間が1月に満たないときは、その月の家賃は、日

割計算による。この場合において、当該家賃に係る納付期日は、前項の規定にかかわらず、

市長が別に定める。 

4 市営住宅等又は店舗等の入居者が第39条に規定する手続を経ないで退去したときは、第1項

の規定にかかわらず、市長が明渡しの日を認定し、その日までの家賃を徴収する。 

(平20条例42・一部改正) 

(敷金) 

第18条 市長は、市営住宅等又は店舗等の入居者から入居時における3月分の家賃に相当する金

額の敷金を徴収するものとする。ただし、市長が特別の事情があると認める者に対しては、

当該敷金を減免し、又は徴収の猶予をすることができる。 

2 前項に規定する敷金は、入居者が市営住宅等又は店舗等を明け渡したとき、これを還付する。

ただし、未納の家賃、第29条第3項の割増賃料、第31条第2項若しくは第40条第3項から第5項

までの金銭又は損害賠償金があるときは、敷金のうちからこれらを控除する。 

3 当該敷金の額が未納の家賃、第29条第3項の割増賃料、第31条第2項若しくは第40条第3項か

ら第5項までの金銭又は損害賠償金の額に満たないときは、入居者は、直ちにその不足額を納

入しなければならない。 

4 敷金に係る利益金は、共同施設の整備に要する費用に充てる等入居者の共同の利便のために

使用するものとする。 

5 敷金には、利子を付さない。 

(平20条例42・一部改正) 

(修繕費用の負担) 

第19条 次に掲げる費用は、市の負担とする。 

(1) 市営住宅等又は店舗等の家屋の壁、基礎、土台、柱、はり、屋根及び階段並びに給水施

設、排水施設(汚物処理槽を含む。)、電気施設、ガス施設、消火施設、共同塵かい処理施

設及び道の修繕に要する費用。ただし、給水栓、点滅器その他附帯施設の構造上重要でな

い部分の修繕に要する費用を除く。 

(2) 市営住宅等又は店舗等の共同施設の修繕に要する費用 

2 前項第1号に掲げるものを除くほか、市営住宅等又は店舗等の修繕に要する費用は、市長の
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定めるところにより、その全部又は一部を入居者に負担させることができる。 

3 前2項の規定にかかわらず、借り上げて設置する市営住宅及び更新住宅の修繕費用について

は、市長が別に定める。 

4 入居者の責めに帰すべき事由によって第1項各号に掲げる修繕の必要が生じたときは、同項

の規定にかかわらず、入居者は、市長の選択に従い、修繕し、又はその費用を負担しなけれ

ばならない。 

(平14条例2・平20条例42・一部改正) 

(入居者の費用負担義務) 

第20条 次に掲げる費用は、市営住宅等又は店舗等の入居者の負担とする。 

(1) 電気、ガス、水道及び下水道の使用料 

(2) 汚物及び塵かいの処理に要する費用 

(3) 共同施設、エレベーター、給水施設及び汚物処理施設の使用、維持又は運営に要する費

用 

(平20条例42・一部改正) 

(入居者の保管義務等) 

第21条 市営住宅等又は店舗等の入居者は、当該市営住宅等若しくは店舗等又はこれらの共同

施設の使用について、必要な注意を払い、これらを正常な状態において維持しなければなら

ない。 

2 市営住宅等又は店舗等の入居者が自己の責めに帰すべき事由によって当該市営住宅等若し

くは店舗等又はこれらの共同施設を滅失し、又はき損したときは、これを原形に復し、又は

これに要する費用を賠償しなければならない。 

(平20条例42・一部改正) 

第22条 市営住宅等又は店舗等の入居者は、他の入居者に迷惑を及ぼす行為をしてはならない。 

(平20条例42・一部改正) 

第23条 市営住宅等又は店舗等の入居者は、当該市営住宅等又は店舗等を他の者に貸し、又は

その入居の権利を他の者に譲渡してはならない。 

(平20条例42・一部改正) 

第24条 市営住宅等又は店舗等の入居者が当該市営住宅等又は店舗等を引き続き15日以上使用

しないときは、市長の定めるところにより、届出をしなければならない。 

(平20条例42・一部改正) 

第25条 市営住宅等又は店舗等の入居者は、当該市営住宅等又は店舗等をその用途以外の用途

に使用してはならない。ただし、市営住宅等については、市長の承認を得たときは、当該市

営住宅等の一部を住宅以外の用途に併用することができる。 

(平20条例42・一部改正) 

第26条 市営住宅等又は店舗等の入居者は、当該市営住宅等若しくは店舗等を模様替えし、若
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しくは増築し、又は当該市営住宅等若しくは店舗等の敷地内に工作物を設置してはならない。

ただし、原状回復又は撤去が容易である場合において、市長の承認を得たときは、この限り

でない。 

2 市長は、前項の承認を行うに当たり、当該入居者が当該市営住宅等又は店舗等を明け渡すと

きは当該入居者の費用で原状回復又は撤去を行うことを条件とするものとする。 

3 第1項の承認を得ずに当該市営住宅等若しくは店舗等を模様替えし、若しくは増築し、又は

市営住宅等若しくは店舗等の敷地内に工作物を設置したときは、当該入居者は、速やかに自

己の費用で原状回復又は撤去を行わなければならない。 

(平20条例42・一部改正) 

(収入超過者等に関する認定) 

第27条 市長は、毎年度、第15条第2項の規定により認定した市営住宅等の入居者の収入の額(第

14条第5項の規定により把握した入居者の収入の額を含む。次項において同じ。)が、市営住

宅の入居者にあっては第6条第1項第2号の金額を、改良住宅等の入居者にあっては改良法第29

条第3項及び第6条第5項の規定により読み替えられた額を超え、かつ、当該入居者が当該市営

住宅等に引き続き3年以上入居しているときは、当該入居者を収入超過者として認定し、その

旨を通知するものとする。 

2 市長は、第15条第2項の規定により認定した市営住宅の入居者の収入の額が最近2年間引き続

き令第9条に規定する金額を超え、かつ、当該入居者が当該市営住宅に引き続き5年以上入居

している場合にあっては、当該入居者を高額所得者として認定し、その旨を通知するものと

する。 

3 前2項の規定による認定の通知を受けた入居者は、当該認定に対し、市長が定めるところに

より、意見を述べることができる。この場合においては、市長は意見の内容を審査し、必要

があれば当該認定を更正するものとする。 

(平24条例79・平29条例40・一部改正) 

(明渡努力義務) 

第28条 収入超過者は、当該市営住宅等を明け渡すように努めなければならない。 

(収入超過者に対する家賃等) 

第29条 市営住宅の入居者で第27条第1項の規定により収入超過者と認定されたものは、第14

条第1項の規定にかかわらず、当該認定に係る期間(当該入居者が期間中に市営住宅を明け渡

した場合にあっては、当該認定の効力が生じる日から当該明渡しの日までの間)、毎月、次項

に規定する方法により算出した額を家賃として支払わなければならない。 

2 前項の家賃は、収入超過者の収入を勘案し、近傍同種の住宅の家賃(第14条第3項の規定によ

り算出した家賃をいう。以下この章において同じ。)以下で、令第8条第2項に規定する方法に

より算出した額とする。 

3 改良住宅等の入居者で第27条第1項の規定により収入超過者として認定されたものは、当該
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認定に係る期間(当該入居者が期間中に改良住宅等を明け渡した場合にあっては、当該認定の

効力が生じる日から当該明渡しの日までの間)割増賃料を支払わなければならない。 

4 前項の割増賃料の月額は、第14条第4項の規定により定めた家賃に、改良法第29条第3項及び

第6条第5項の規定により読み替えられた旧令第6条の2第2項の表第2種公営住宅の項の中欄の

区分に応じ、それぞれ同表下欄に定める倍率を乗じて得た額とする。ただし、10円未満の端

数を生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

5 法第16条第4項に規定する入居者に該当する者が収入超過者と認定された場合において、第

15条第1項本文に規定する収入の申告をすること及び第34条第1項の規定による報告の請求に

応じることが困難な事情にあると市長が認めるときは、当該入居者の市営住宅の毎月の家賃

は、第14条第5項及び第1項の規定にかかわらず、毎年度、法第16条第4項の国土交通省令で定

める方法により把握した当該収入超過者の収入を勘案し、近傍同種の住宅の家賃以下で、令

第8条第3項に規定する方法により算出した額とする。 

6 第16条及び第17条の規定は、第1項及び前項の家賃並びに第3項の割増賃料について準用する。 

(平24条例79・平29条例40・一部改正) 

(高額所得者に対する明渡請求) 

第30条 市長は、第27条第2項の規定により高額所得者として認定された市営住宅の入居者に対

し、期限を定めて、当該市営住宅の明渡しを請求するものとする。 

2 前項の規定による請求を受けた者は、同項の期限が到来したときは、速やかに当該市営住宅

を明け渡さなければならない。 

3 市長は、第1項の規定による請求を受けた者について次に掲げる特別の事情がある場合にお

いては、その者の申出により、明渡しの期限を延長することができる。 

(1) 入居者又は同居者が病気にかかっているとき。 

(2) 入居者又は同居者が災害により著しい損害を受けたとき。 

(3) 入居者又は同居者が近い将来において定年退職する等の理由により、収入が著しく減少

することが予想されるとき。 

(4) その他前3号に準ずる特別の事情があるとき。 

(高額所得者に対する家賃等) 

第31条 第27条第2項の規定により高額所得者として認定された市営住宅の入居者は、第14条第

1項及び第29条第1項の規定にかかわらず、当該認定に係る期間(当該入居者が期間中に市営住

宅を明け渡した場合にあっては、当該認定の効力が生じる日から当該明渡しの日までの間)、

毎月、近傍同種の住宅の家賃を支払わなければならない。 

2 市長は、前条第1項の規定による請求を受けた高額所得者が同項の期限が到来しても市営住

宅を明け渡さない場合には、同項の期限が到来した日の翌日から当該市営住宅の明渡しを行

う日までの期間について、近傍同種の住宅の家賃の額の2倍に相当する額以下で、市長が定め

る額の金銭を徴収することができる。 
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3 第16条の規定は第1項の家賃及び前項の金銭に、第17条の規定は第1項の家賃にそれぞれ準用

する。 

(住宅のあっせん等) 

第32条 市長は、収入超過者に対して当該収入超過者から申出があった場合その他必要がある

と認める場合においては、他の適当な住宅のあっせん等を行うものとする。この場合におい

て、当該収入超過者が公共賃貸住宅等公的資金による住宅への入居を希望したときは、その

入居を容易にするように特別の配慮をしなければならない。 

(期間通算) 

第33条 市長が第7条第1項の規定による申出をした者を他の市営住宅等に入居させた場合にお

ける第27条から前条までの規定の適用については、その者が公営住宅の借上げに係る契約の

終了、法第44条第3項の規定による公営住宅の用途の廃止、改良法第29条第1項において準用

する法第44条第3項の規定による改良住宅の用途の廃止又は更新住宅の借上げに係る契約の

終了若しくは用途の廃止により明渡しをすべき公営住宅、改良住宅又は更新住宅に入居して

いた期間は、その者が明渡し後に入居した当該他の市営住宅等に入居している期間に通算す

る。 

2 市長が第36条の規定による申出をした者を市営住宅建替事業により新たに整備された市営

住宅又は改良住宅建替事業により新たに整備された更新住宅に入居させた場合における第27

条から前条までの規定(更新住宅にあっては、第30条及び第31条の規定を除く。)の適用につ

いては、その者が当該市営住宅建替事業により除却すべき市営住宅又は改良住宅建替事業に

より除却すべき改良住宅に入居していた期間は、その者が当該新たに整備された市営住宅又

は更新住宅に入居している期間に通算する。 

(平14条例2・一部改正) 

(収入状況の報告の請求等) 

第34条 市長は、第14条第1項、第4項若しくは第5項、第29条第1項、第3項若しくは第5項若し

くは第31条第1項の規定による家賃の決定、第16条(第29条第6項又は第31条第3項において準

用する場合を含む。)の規定による家賃、第29条第3項の割増賃料若しくは金銭の減免若しく

は徴収の猶予、第18条第1項ただし書の規定による敷金の減免若しくは徴収の猶予、第30条第

1項の規定による明渡しの請求、第32条の規定によるあっせん等又は第36条の規定による市営

住宅等への入居の措置に関し必要があると認めるときは、入居者の収入の状況について、当

該入居者若しくはその雇主、取引先その他の関係人に報告を求め、又は官公署に必要な書類

を閲覧させ、若しくはその内容を記録させることを求めることができる。 

2 市長は、前項に規定する権限を、当該職員を指定して行わせることができる。 

3 市長又は当該職員は、前2項の規定によりその職務上知り得た秘密を漏らし、又は窃用して

はならない。 

(平29条例40・一部改正) 
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(市営住宅建替事業による明渡しの請求等) 

第35条 市長は、市営住宅建替事業の施行に伴い、必要があると認めるときは、法第38条第1

項の規定に基づき、除却しようとする市営住宅の入居者に対し、期限を定めて、その明渡し

を請求するものとする。 

2 前項の規定による請求を受けた者は、同項の期限が到来したときは、速やかに当該市営住宅

を明け渡さなければならない。 

3 第31条第2項の規定は、前項の規定による明渡しをする場合について準用する。この場合に

おいて、同条第2項中「前条第1項」とあるのは「第35条第1項」と、「高額所得者」とあるの

は「入居者」と読み替えるものとする。 

(新たに整備される市営住宅及び更新住宅への入居) 

第36条 市営住宅建替事業の施行により除却すべき市営住宅の除却前の最終の入居者が法第40

条第1項の規定により、当該市営住宅建替事業により新たに整備される市営住宅に入居を希望

するとき、又は改良住宅建替事業の施行により除却すべき改良住宅の除却前の最終の入居者

が改良住宅改善要綱第13の第1項の規定により、当該改良住宅建替事業により新たに整備され

る更新住宅に入居を希望するときは、市長の定めるところにより、入居の申出をしなければ

ならない。 

(平14条例2・一部改正) 

(建替事業に係る家賃等の特例) 

第37条 市長は、前条の申出により市営住宅の入居者を新たに整備された市営住宅に入居させ

る場合において、新たに入居する市営住宅の家賃が従前の市営住宅の最終の家賃を超えるこ

ととなり、当該入居者の居住の安定を図るため必要があると認めるときは、第14条第1項若し

くは第5項、第29条第1項若しくは第5項又は第31条第1項の規定にかかわらず、令第12条に規

定するところにより当該入居者の家賃を減額するものとする。 

2 市長は、前条の申出により改良住宅の入居者を新たに整備された更新住宅に入居させる場合

において、新たに入居する更新住宅の家賃(第27条第1項の規定により収入超過者として認定

された者にあっては、家賃と第29条第3項の割増賃料との合算額。以下この項において同じ。)

が従前の改良住宅の最終の家賃を超えることとなり、当該入居者の居住の安定を図るため必

要があると認めるときは、第14条第4項又は第29条第3項の規定にかかわらず、別に定めると

ころにより当該入居者の家賃を減額するものとする。 

(平14条例2・平29条例40・一部改正) 

(用途の廃止による他の市営住宅等及び店舗等への入居の際の家賃の特例) 

第38条 市長は、法第44条第3項の規定による市営住宅の用途の廃止による市営住宅の除却に伴

い当該市営住宅の入居者を他の市営住宅に入居させる場合において、新たに入居する市営住

宅の家賃が従前の市営住宅の最終の家賃を超えることとなり、当該入居者の居住の安定を図

るため必要があると認めるときは、第14条第1項若しくは第5項、第29条第1項若しくは第5項
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又は第31条第1項の規定にかかわらず、令第12条に規定するところにより当該入居者の家賃を

減額するものとする。 

2 市長は、法第44条第3項の規定による市営住宅の用途の廃止による市営住宅の除却に伴い当

該市営住宅の入居者を改良住宅等に入居させる場合又は改良住宅法第29条第1項において準

用する法第44条第3項の規定による改良住宅の用途の廃止による改良住宅の除却若しくは更

新住宅の用途の廃止による更新住宅の除却に伴い当該改良住宅若しくは更新住宅の入居者を

他の市営住宅等に入居させる場合において、新たに入居する市営住宅等の家賃(改良住宅等に

あっては、家賃と第29条第3項の割増賃料との合算額。以下この項において同じ。)がその者

が入居していた市営住宅等の最終の家賃を超えることとなり、当該入居者の居住の安定を図

るため必要があると認めるときは、第14条第1項若しくは第4項、第29条第1項若しくは第3項

又は第31条第1項の規定にかかわらず、別に定めるところにより当該入居者の家賃を減額する

ものとする。 

3 市長は、店舗等の用途の廃止による店舗等の除却に伴い当該店舗等の入居者を他の店舗等に

入居させる場合において、新たに入居する店舗等の家賃が従前の店舗等の最終の家賃を超え

ることとなり、当該入居者の経営の安定を図るため必要があると認めるときは、第14条第6

項の規定にかかわらず、別に定めるところにより当該入居者の家賃を減額するものとする。 

(平20条例42・平29条例40・一部改正) 

(市営住宅等及び店舗等の検査) 

第39条 市営住宅等又は店舗等の入居者は、当該市営住宅等又は店舗等を明け渡そうとすると

きは、10日前までに市長に届け出て、住宅監理員又は市長が指定する者の検査を受けなけれ

ばならない。 

2 市営住宅等又は店舗等の入居者は、第26条第1項ただし書の規定により当該市営住宅等若し

くは店舗等を模様替えし、若しくは増築し、又は当該市営住宅等若しくは店舗等の敷地内に

工作物を設置したときは、前項の検査の時までに、入居者の費用で原状回復又は撤去を行わ

なければならない。ただし、市長の許可を受けたときは、この限りでない。 

(平20条例42・一部改正) 

(市営住宅等及び店舗等の明渡請求) 

第40条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、入居者に対し、当該市営住

宅等又は店舗等の明渡しを請求することができる。 

(1) 不正の行為により入居したとき。 

(2) 借上げに係る市営住宅及び更新住宅にあっては、当該市営住宅又は更新住宅の借上げの

期間が満了するとき。 

(3) 市営住宅又は店舗等にあっては家費を、改良住宅等にあっては家賃及び第29条第3項の

割増賃料を3月以上滞納したとき。 

(4) 正当な理由によらないで15日以上市営住宅等又は店舗等を使用しないとき。 
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(5) 市営住宅等若しくは店舗等又はこれらの共同施設を故意にき損したとき。 

(6) 第12条、第13条又は第21条から第26条までの規定に違反したとき。 

(7) 入居者又は同居者が暴力団員又は役員が暴力団員である法人であることが判明したと

き。 

(8) 市長が市営住宅等又は店舗等の管理上必要があると認めたとき。 

(9) この条例又はこれに基づく市長の指示命令に違反したとき。 

2 前項の規定により市営住宅等又は店舗等の明渡しの請求を受けた入居者は、速やかに当該市

営住宅等又は店舗等を明け渡さなければならない。 

3 市長は、市営住宅について第1項第1号の規定に該当することにより同項の請求を行ったとき

は、当該請求を受けた者に対して、入居した日から請求の日までの期間については、近傍同

種の住宅の家賃の額とそれまでに支払を受けた家賃の額との差額に年5パーセントの割合に

よる支払期後の利息を付した額の金銭を、請求の日の翌日から当該市営住宅の明渡しを行う

日までの期間については、毎月、近傍同種の住宅の家賃の額の2倍に相当する額以下の金銭を

徴収することができる。 

4 市長は、市営住宅について第1項第3号から第9号までの規定に該当することにより同項の請

求を行ったときは、当該請求を受けた者に対し、請求の日の翌日から当該市営住宅の明渡し

を行う日までの期間については、毎月、近傍同種の住宅の家賃の額の2倍に相当する額以下の

金銭を徴収することができる。 

5 市長は、改良住宅等又は店舗等について第1項第1号又は第3号から第9号までの規定に該当す

ることにより同項の請求を行ったときは、当該請求を受けた者に対し、請求の日の翌日から

当該改良住宅等又は店舗等の明渡しを行う日までの期間については、家賃相当額(改良住宅等

の入居者で第27条第1項の規定により収入超過者として認定された者については、家賃相当額

及び第29条第3項の割増賃料相当額)の金銭を徴収することができる。 

(平14条例2・平20条例17・平20条例42・一部改正) 

(定期入居決定等) 

第40条の2 市長は、周辺地域の状況その他の実情に照らして住宅政策上特に必要があると認め

る市営住宅については、規則で定める期間に限って入居を決定することができる。 

2 前項の規定による決定(以下「定期入居決定」という。)は、更新をすることができず、期間

の満了によってその効力を失うものとする。 

3 定期入居決定をしようとする場合における前項に定める事項についての入居予定者に対す

る説明は、規則で定めるところにより行わなければならない。 

4 前項の説明を受けた入居予定者は、規則で定めるところにより、当該説明を受けた旨を証す

る書類を提出しなければならない。 

5 市長は、定期入居決定をした場合において、その期間の満了する日の1年前から6月前までの

間に、規則で定めるところにより、入居者に対して期間の満了により当該定期入居決定が効
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力を失う旨の通知を行うものとする。 

6 定期入居決定を受けた入居者は、その期間が満了する日までに当該市営住宅を明け渡さなけ

ればならない。 

7 第2項の規定にかかわらず、定期入居決定を受けた入居者が、当該定期入居決定を受けた後

に第27条第1項又は第2項に規定する者に該当するに至ったことを理由として当該市営住宅を

明け渡す旨の申出をしたときは、市長は、当該定期入居決定の効力を将来に向けて失わせる

ことができる。 

8 市長は、定期入居決定の期間が満了する日において入居者にやむを得ない事情があると認め

るときは、再度の定期入居決定をすることができる。この場合において、第1項中「規則で定

める期間」とあるのは、「市長が必要であると認める期間」とする。 

9 第2項から前項までの規定は、定期入居決定を受けた市営住宅について第13条第1項の規定に

より入居の承継を承認された者について準用する。 

(平22条例18・追加) 

第4章 市営住宅の社会福祉事業等への活用 

(社会福祉法人等に対する市営住宅の使用許可) 

第41条 市長は、社会福祉法人その他公営住宅法第45条第1項の事業等を定める省令(平成8年／

厚生省／建設省／令第1号)第2条各号に規定する者(以下「社会福祉法人等」という。)が市営

住宅を使用して同令第1条各号に規定する事業(以下「社会福祉事業等」という。)を行うこと

が必要であると認める場合においては、当該社会福祉法人等に対して、市営住宅の適正かつ

合理的な管理に著しい支障のない範囲内で、市営住宅を使用させることができる。 

2 社会福祉法人等は、前項の規定により市営住宅を使用しようとするときは、規則で定めると

ころにより、市営住宅の使用目的、使用期間その他市営住宅の使用に係る事項を記載した書

面を市長に提出して、その許可を受けなければならない。 

3 市長は、前項の許可(以下この章において「使用許可」という。)に条件を付することができ

る。 

4 市長は、社会福祉法人等から使用許可の申請があった場合において、許可するときはその旨

及び市営住宅の使用開始可能日又は使用許可の条件を、許可しないときはその旨を当該社会

福祉法人等に通知するものとする。 

5 社会福祉法人等は、使用許可を受けたときは、市長が定める日までに当該市営住宅の使用を

開始しなければならない。 

(社会福祉法人等に対する使用料) 

第42条 市営住宅を使用している社会福祉法人等は、毎月、近傍同種の住宅の家賃以下で市長

が定める額を使用料として支払わなければならない。 

2 社会福祉法人等が社会福祉事業等において市営住宅を現に使用する者から徴収することと

なる家賃相当額の合計額は、前項の市長が定める額を超えてはならない。 
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(準用) 

第43条 社会福祉法人等による市営住宅の使用に当たっては、第17条から第26条まで、第35条

及び第39条の規定を準用する。この場合において、これらの規定中「家賃」とあるのは「使

用料」と、「市営住宅等」とあるのは「市営住宅」と、「入居者」とあるのは「社会福祉法

人等」と、第17条第1項中「第11条第4項」とあるのは「第41条第4項」と、「入居可能日」と

あるのは「使用開始可能日」と、「第30条第1項又は第35条第1項」とあるのは「第35条第1

項」と、「第40条第1項」とあるのは「第46条」と読み替えるものとする。 

(社会福祉法人等に対する報告の請求) 

第44条 市長は、市営住宅の適正かつ合理的な管理を行うために必要があると認めるときは、

当該市営住宅を使用している社会福祉法人等に対して、当該市営住宅の使用の状況を報告さ

せることができる。 

(社会福祉法人等の申請内容の変更の報告) 

第45条 市営住宅を使用している社会福祉法人等は、第41条第2項の規定による申請の内容に変

更が生じたときは、速やかに市長に報告しなければならない。 

(社会福祉法人等に対する使用許可の取消し) 

第46条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、社会福祉法人等に対する使用許可を

取り消すことができる。 

(1) 社会福祉法人等が使用許可の条件に違反したとき。 

(2) 市営住宅の適正かつ合理的な管理に支障があると認めるとき。 

第5章 市営住宅のみなし特定公共賃貸住宅としての活用 

(みなし特定公共賃貸住宅としての市営住宅の使用) 

第47条 市長は、その区域内に特優賃住宅法第6条に規定する特定優良賃貸住宅その他の特優賃

住宅法第3条第4号イに掲げる者の居住の用に供する賃貸住宅の不足により市営住宅を同号イ

に掲げる者に使用させることが必要であると認める場合においては、市営住宅の適正かつ合

理的な管理に著しい支障のない範囲内で、当該市営住宅をその者に使用させることができる。 

(みなし特定公共賃貸住宅の入居者資格) 

第48条 前条の規定により市営住宅を使用することができる者は、第6条第1項第1号から第3号

までの規定にかかわらず、特優賃住宅法第3条第4号イに該当する者でなければならない。 

(平20条例17・平22条例18・一部改正) 

(みなし特定公共賃貸住宅の家賃) 

第49条 第47条の規定により使用に供される市営住宅(以下この項において「みなし特定公共賃

貸住宅」という。)の毎月の家賃は、第14条第1項、第29条第1項又は第31条第1項の規定にか

かわらず、当該みなし特定公共賃貸住宅の入居者の収入を勘案し、かつ、近傍同種の住宅の

家賃以下で市長が定める。 

2 前項の入居者の収入については、第15条の規定を準用する。 
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3 第1項の近傍同種の住宅の家賃については、第14条第3項の規定を準用する。 

(準用) 

第50条 第47条の規定による市営住宅の使用については、前2条に定めるもののほか、第4条、

第5条、第8条から第13条まで(第9条第2項及び第13条第2項を除く。)、第16条から第26条まで、

第34条から第40条まで(第37条第2項、第38条第2項及び第3項並びに第40条第5項を除く。)及

び第63条の規定を準用する。この場合において、これらの規定中「市営住宅等」とあるのは

「市営住宅」と、第8条第1項中「第6条(第4項、第7項及び第8項を除く。)」とあるのは「第

48条」と、第17条第1項中「第30条第1項又は第35条第1項」とあるのは「第35条第1項」と、

第34条第1項中「第14条第1項、第4項若しくは第5項、第29条第1項、第3項若しくは第5項若し

くは第31条第1項の規定による家賃の決定、第16条(第29条第6項又は第31条第3項において準

用する場合を含む。)の規定による家賃、第29条第3項の割増賃料若しくは金銭の減免若しく

は徴収の猶予、第18条第1項ただし書の規定による敷金の減免若しくは徴収の猶予、第30条第

1項の規定による明渡しの請求、第32条の規定によるあっせん等又は第36条の規定による市営

住宅等への入居の措置」とあるのは「第49条の規定による家賃の決定」と読み替えるものと

する。 

(平20条例17・平24条例14・平29条例40・一部改正) 

第6章 特定公共賃貸住宅の管理 

(入居者資格) 

第51条 特定公共賃貸住宅に入居することができる者は、特定優良賃貸住宅の供給の促進に関

する法律施行規則(平成5年建設省令第16号。以下「特優賃住宅法施行規則」という。)第26

条に該当する者でなければならない。ただし、その者又は現に同居し、若しくは同居しよう

とする親族が暴力団員である場合は、入居することができない。 

2 密集市街地整備法第21条第1項第2号の金額及び条件は、特優賃住宅法施行規則第26条に定め

るとおりとする。ただし、その者又は現に同居し、若しくは同居しようとする親族が暴力団

員である場合は、入居することができない。 

(平20条例17・平20条例42・平24条例14・平26条例55・一部改正) 

(入居者の選定) 

第52条 特定公共賃貸住宅の入居の申込みをした者の数が入居させるべき特定公共賃貸住宅の

戸数を超える場合の入居者の選定は、公開抽せんその他公正な方法により行う。 

(入居者の選定の特例) 

第53条 市長は、同居しようとする親族が多い者その他の特に居住の安定を図る必要がある者

で市長が定めるものについては、特優賃住宅法施行規則第29条の規定により入居者を選定す

ることができる。 

(平20条例42・一部改正) 

(家賃の決定及び変更) 
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第54条 特定公共賃貸住宅の家賃は、近傍同種の民間の賃貸住宅の家賃と均衡を失しないよう

市長が定めるものとする。 

2 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、家賃を変更することができる。 

(1) 物価の変動に伴い家賃を変更する必要があると認めるとき。 

(2) 近傍同種の民間の賃貸住宅の家賃との均衡上必要があると認めるとき。 

(3) 特定公共賃貸住宅について改良を施したことに伴い家賃を変更する必要があると認め

るとき。 

(家賃の減額) 

第55条 市長は、特定公共賃貸住宅の入居者の居住の安定を図るため、家賃の減額を行うこと

ができる。 

2 市長は、前項の規定により家賃の減額を行う場合は、家賃に代えて入居者負担額を入居者か

ら徴収する。 

3 前項の入居者負担額(以下単に「入居者負担額」という。)は、毎年度、入居者の特優賃住宅

法施行規則第1条第3号に規定する所得、特定公共賃貸住宅の管理を開始した日からの経過年

数等を勘案して、規則で定める方法により、市長が決定するものとする。 

(家賃の減額の申請等) 

第56条 前条第1項の家賃の減額を受けようとする特定公共賃貸住宅の入居者は、規則で定める

ところにより、市長に家賃の減額の申請をしなければならない。 

2 市長は、前項の申請があった場合は、その内容を審査し、減額する必要があると認めたとき

はその旨及び入居者負担額その他必要な事項を、減額する必要がないと認めたときはその旨

を当該申請をした入居者に通知するものとする。 

(準用) 

第57条 特定公共賃貸住宅の管理については、第51条から前条までに定めるもののほか、第4

条、第5条、第8条(第3項を除く。)、第10条から第13条まで(第13条第2項を除く。)、第16条

から第26条まで(第19条第3項を除く。)、第34条、第39条及び第40条(第1項第2号、第3項及び

第5項を除く。)の規定を準用する。この場合において、これらの規定中「市営住宅等」とあ

るのは「特定公共賃貸住宅」と、「家賃」とあるのは「家賃又は入居者負担額」と、第8条第

1項中「第6条(第4項、第7項及び第8項を除く。)」とあるのは「第51条第1項」と、第10条第1

項中「前条」とあるのは「第52条」と、「選考する」とあるのは「選定する」と、第16条中

「収入」とあるのは「所得(特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則(平成5年建

設省令第16号)第1条第3号に規定する所得をいう。以下同じ。)」と、第17条第1項中「第30

条第1項又は第35条第1項の規定による明渡しの請求があったときは明渡しの期限として市長

が定めた日又は明け渡した日のいずれか早い日、第40条第1項」とあるのは「第40条第1項」

と、第18条第2項及び第3項中「第40条第3項から第5項まで」とあるのは「第40条第4項」と、

第34条第1項中「第14条第1項、第4項若しくは第5項、第29条第1項、第3項若しくは第5項若し
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くは第31条第1項の規定による家賃の決定、第16条(第29条第6項又は第31条第3項において準

用する場合を含む。)の規定による家賃、第29条第3項の割増賃料若しくは金銭の減免若しく

は徴収の猶予、第18条第1項ただし書の規定による敷金の減免若しくは徴収の猶予、第30条第

1項の規定による明渡しの請求、第32条の規定によるあっせん等又は第36条の規定による市営

住宅等への入居の措置」とあるのは「第55条の規定による家賃の減額」と、「収入」とある

のは「所得」と、第40条第1項第3号中「市営住宅」とあるのは「特定公共賃貸住宅」と、同

条第4項中「市営住宅」とあるのは「特定公共賃貸住宅」と、「第1項第3号から第9号まで」

とあるのは「第1項第1号及び第3号から第9号まで」と、「近傍同種の住宅の家賃」とあるの

は「特定公共賃貸住宅の家賃」と読み替えるものとする。 

(平20条例17・平24条例14・平29条例40・一部改正) 

第7章 その他住宅の管理 

(平16条例42・追加) 

(入居の申込み及び決定) 

第58条 第6条第1項(第2号イを除く。)に規定する入居者資格のある者でその他住宅に入居しよ

うとするものは、規則で定めるところにより、公募の都度入居の申込みをしなければならな

い。この場合において、その他住宅の申込みは、1世帯1戸限りとする。 

2 市長は、前項の規定により入居の申込みをした者をその他住宅の入居者として決定し、その

旨を当該入居者として決定した者に対し通知するものとする。 

(平16条例42・追加) 

(家賃の決定) 

第59条 その他住宅の毎月の家賃は、当該その他住宅の入居者の収入を勘案し、かつ、近傍同

種の住宅の家賃以下で市長が定める。ただし、その他住宅の入居者から次条第1項の収入の申

告がない場合において、収入の申告を請求したにもかからわず、当該入居者がその請求に応

じないときは、当該その他住宅の家賃は、近傍同種の住宅の家賃とする。 

2 前項の近傍同種の住宅の家賃については、第14条第3項の規定を準用する。 

(平16条例42・追加) 

(収入の申告等) 

第60条 その他住宅の入居者は、毎年度、規則で定めるところにより、収入の申告を行うもの

とする。 

2 市長は、前項の収入の申告に基づき、収入の額を認定し、当該額を入居者に通知するものと

する。 

3 その他住宅の入居者は、前項の規定による認定に対し、規則で定めるところにより意見を述

べることができる。この場合において、市長は、意見の内容を審査し、必要があると認める

ときは、当該認定を更正するものとする。 

(平16条例42・追加) 
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(準用) 

第61条 その他住宅の管理については、前3条に定めるもののほか、第4条から第6条まで(同条

第1項第2号イ及び第4項から第8項までを除く。)、第9条から第13条まで(第9条第2項及び第13

条第2項を除く。)、第16条から第26条まで(第19条第3項を除く。)、第39条及び第40条(同条

第1項第2号及び第5項を除く。)の規定を準用する。この場合において、これらの規定中「市

営住宅等」及び「市営住宅」とあるのは「その他住宅」と、第9条第1項中「前条第1項」とあ

るのは「第58条第1項」と、第11条第1項中「第8条第2項」とあるのは「第58条第2項」と、第

17条第1項中「第30条第1項又は第35条第1項の規定による明渡しの請求があったときは明渡し

の期限として市長が定めた日又は明け渡した日のいずれか早い日、第40条第1項」とあるのは

「第40条第1項」と、第18条第2項及び第3項中「第29条第3項の割増賃料、第31条第2項若しく

は第40条第3項から第5項まで」とあるのは「第40条第3項及び第4項」と読み替えるものとす

る。 

(平16条例42・追加、平24条例14・一部改正) 

第8章 雑則 

(平16条例42・旧第7章繰下) 

(住宅監理員及び住宅管理人) 

第62条 住宅監理員は、市長の命により、住宅等及び共同施設の管理に関する事務をつかさど

り、住宅等及びその環境を良好な状態に維持するよう入居者に必要な指示を与えなければな

らない。 

2 市長は、住宅監理員を補助させるため、入居者のうちから住宅管理人を委嘱することができ

る。 

(平16条例42・旧第58条繰下) 

(立入検査) 

第63条 市長は、住宅等の管理上必要があると認めるときは、住宅監理員又は市長が指定した

者に随時住宅等の検査をさせ、又は入居者に対して適当な指示をさせることができる。 

2 前項の検査において、現に使用している住宅等に立ち入るときは、あらかじめ当該住宅等の

入居者の承諾を得なければならない。 

3 第1項の規定により検査に当たる者は、その身分を示す証票を携帯し、関係人の請求があっ

たときは、これを提示しなければならない。 

4 入居者は、正当な理由がなければ、第1項の検査又は指示を拒むことができない。 

(平16条例42・旧第59条繰下) 

(罰則) 

第64条 市長は、入居者が詐欺その他の不正行為により、家賃、第29条第3項の割増賃料又は入

居者負担額の全部又は一部の徴収を免れたときは、その徴収を免れた金額の5倍に相当する金

額(当該5倍に相当する金額が5万円を超えないときは、5万円とする。)以下の過料を科する。 
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(平10条例14・平12条例31・一部改正、平16条例42・旧第61条繰下、平17条例65・旧第

65条繰上) 

(委任) 

第65条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

(平10条例14・一部改正、平16条例42・旧第62条繰下、平17条例65・旧第66条繰上) 

付 則 

(施行期日) 

1 この条例は、市長が規則で定める日(以下「施行日」という。)から施行する。ただし、付則

第4項の規定は、平成10年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 旧法の規定に基づいて供給された市営住宅又は共同施設については、平成10年3月31日まで

の間は、第3条、第4条第2項、第6条第1項、第7条第1項及び第3項、第12条、第13条第1項、第

14条第1項から第3項まで、第15条から第18条まで、第21条から第28条まで、第29条第1項、第

2項及び第5項、第30条から第37条まで、第38条第1項及び第2項、第40条第1項から第4項まで

並びに別表市営住宅の表の規定は適用せず、改正前の鹿児島市営住宅条例(以下「旧条例」と

いう。)第3条、第4条第2項、第6条第1項、第11条から第16条まで、第19条から第31条まで、

第33条並びに別表第1種住宅の表及び第2種住宅の表の規定は、なおその効力を有する。 

3 前項の市営住宅については、平成10年3月31日までの間は、第5条の規定は適用せず、旧条例

第5条第4号中「令第4条の6各号」とあるのは「令第5条第3号又は公営住宅法施行令の一部を

改正する政令(平成8年政令第248号)による改正前の公営住宅法施行令第4条の6各号(第5号を

除く。)」として、旧条例第5条の規定の例による。 

4 施行日において現に市が低額所得者に賃貸するため管理している住宅又はその入居者の共

同の福祉のために必要な施設で国の補助に係るもののうち、当該住宅の入居者が旧条例第6

条第1項に定める条件を具備しなければならない住宅又はその入居者の共同の福祉のために

必要な施設については、この条例の規定に基づいて供給された市営住宅又は共同施設とみな

してこの条例の規定を適用する。 

5 施行日において現に市が管理している入居者が旧条例第6条第2項に定める条件を具備しな

ければならない住宅、店舗又はこれらの入居者の福祉のために必要な施設については、この

条例の規定に基づいて供給された改良住宅、店舗又は共同施設とみなしてこの条例を適用す

る。 

6 第14条第1項、第29条第1項又は第31条第1項の規定による家賃の決定に関し必要な手続その

他の行為は、付則第2項の市営住宅又は共同施設については同項の規定にかかわらず平成10

年3月31日以前においても、付則第4項に規定する住宅又は施設については付則第1項ただし書

の規定にかかわらず付則第4項の規定の施行の日前においても、それぞれこの条例の例により

することができる。 
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7 平成10年4月1日において現に付則第2項の市営住宅に入居している者の平成10年度から平成

12年度までの各年度の家賃の額は、その者に係る第14条第1項から第3項まで又は第16条の規

定による家賃の額が旧条例第12条、第13条又は第14条の規定による家賃の額を超える場合に

あっては第14条第1項から第3項まで又は第16条の規定による家賃の額から旧条例第12条、第

13条又は第14条の規定による家賃の額を控除して得た額に次の表の左欄に掲げる年度の区分

に応じ同表の右欄に定める負担調整率を乗じて得た額に、旧条例第12条、第13条又は第14条

の規定による家賃の額を加えて得た額とし、その者に係る第29条(第3項及び第4項を除く。以

下この項において同じ。)又は第31条第1項若しくは第3項の規定による家賃の額が旧条例第12

条、第13条又は第14条の規定による家賃の額に旧条例第26条の規定による割増賃料を加えて

得た額を超える場合にあっては第29条又は第31条第1項若しくは第3項の規定による家賃の額

から旧条例第12条、第13条又は第14条の規定による家賃の額及び旧条例第26条の規定による

割増賃料の額を控除して得た額に同表の左欄に掲げる年度の区分に応じ同表の右欄に定める

負担調整率を乗じて得た額に、旧条例第12条、第13条又は第14条の規定による家賃の額及び

旧条例第26条の規定による割増賃料の額を加えて得た額とする。 

年度の区分 負担調整率 

平成10年度 0.25 

平成11年度 0.5 

平成12年度 0.75 

8 平成10年4月1日前に旧条例の規定によってした請求、手続その他の行為は、この条例の相当

規定によってしたものとみなす。 

(吉田町等の編入に伴う経過措置) 

9 吉田町、桜島町、喜入町、松元町及び郡山町(以下「5町」という。)の編入(以下「編入」と

いう。)の日前に、吉田町町営住宅管理条例(平成9年吉田町条例第25号)、桜島町公営住宅管

理条例(平成9年桜島町条例第29号)、桜島町特定公共賃貸住宅管理条例(平成8年桜島町条例第

1号)、桜島町若者いきいき住宅条例(平成4年桜島町条例第26号)、喜入町公営住宅管理条例(平

成8年喜入町条例第21号)、松元町営住宅設置管理条例(平成9年松元町条例第25号)及び郡山町

町営住宅の設置及び管理に関する条例(平成9年郡山町条例第23号)(以下「5町条例」という。)

の規定によりされた申込み、決定その他の行為については、この条例の相当規定によりされ

た行為とみなす。 

(平16条例42・追加) 

10 編入の際現に5町の区域内の市営住宅、特定公共賃貸住宅及びその他住宅に入居している者

に対して適用することにより、当該入居者が不利益となるこの条例の規定(付則第12項を除

く。)に係るこれらの住宅の入居の条件については、当該規定にかかわらず、それぞれ5町条

例の例による。 
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(平16条例42・追加) 

11 編入の際現に5町の区域内の市営住宅、特定公共賃貸住宅及びその他住宅に入居している者

の家賃の額については、平成16年度については、第14条第1項、第29条第1項、第31条第1項、

第54条第1項又は第59条第1項の規定にかかわらず、それぞれ5町条例の例による。 

(平16条例42・追加) 

12 編入の際現に5町の区域内の市営住宅、特定公共賃貸住宅及びその他住宅に入居している者

の家賃の額については、平成17年度から平成19年度までの間は、第16条(第57条及び第61条に

おいて準用する場合を含む。)、第55条及び第56条の規定にかかわらず、市長が別に定めると

ころにより減額することができる。 

(平16条例42・追加) 

13 編入の日前にした行為に対する罰則の適用については、それぞれ5町条例の例による。 

(平16条例42・追加) 

付 則(平成9年6月25日条例第23号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(平成9年10月3日条例第34号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(平成9年12月25日条例第39号) 

この条例中第1条の規定は公布の日から、第2条の規定は市長が規則で定める日から施行する。 

(平成10年1月22日規則第2号で、平成10年2月1日から施行) 

付 則(平成10年3月30日条例第14号) 

この条例中第1条の規定は平成10年4月1日から、第2条及び第3条の規定は市長が規則で定める

日から施行する。 

(平成10年4月17日規則第64号で、第2条の規定の施行期日は平成10年5月1日とし、同条

例第3条の規定の施行期日は同年6月1日から施行) 

付 則(平成10年10月2日条例第29号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(平成10年12月21日条例第36号) 

この条例中第1条の規定は公布の日から、第2条の規定は市長が規則で定める日から施行する。 

(平成11年1月20日規則第1号で、平成11年2月1日から施行) 

付 則(平成11年3月2日条例第1号) 

この条例は、市長が規則で定める日から施行する。 

(平成11年3月24日規則第9号で、平成11年4月1日から施行) 

付 則(平成11年6月23日条例第24号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(平成11年10月4日条例第29号) 
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この条例中第1条の規定は公布の日から、第2条の規定は市長が規則で定める日から施行する。 

(平成11年11月規則第94号で、平成11年12月1日から施行) 

付 則(平成11年12月20日条例第36号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(平成12年3月27日条例第31号) 

1 この条例は、平成12年4月1日から施行する。ただし、別表の改正規定は、市長が規則で定め

る日から施行する。 

(平成12年3月規則第66号で、平成12年4月1日から施行) 

2 この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

付 則(平成12年6月22日条例第59号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(平成12年10月2日条例第65号) 

この条例は、市長が規則で定める日から施行する。 

(平成12年10月2日規則第142号で、平成12年10月2日から施行) 

付 則(平成12年12月26日条例第74号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(平成13年3月23日条例第9号) 

この条例は、市長が規則で定める日から施行する。 

(平成13年3月29日規則第55号で、平成13年4月1日から施行) 

付 則(平成13年9月28日条例第35号) 

この条例中第1条の規定は公布の日から、第2条の規定は市長が規則で定める日から施行する。 

(平成13年11月12日規則第98号で、平成13年11月20日から施行) 

付 則(平成13年12月25日条例第41号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(平成14年2月27日条例第2号) 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表の改正規定は、市長が規則で定める日か

ら施行する。 

(平成14年3月26日規則第13号で、平成14年3月31日から施行) 

付 則(平成14年10月8日条例第30号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(平成15年3月4日条例第2号) 

この条例中第1条の規定は公布の日から、第2条の規定は市長が規則で定める日から施行する。 

(平成15年5月19日規則第53号で、平成15年6月21日から施行) 

付 則(平成15年7月4日条例第26号) 

この条例は、公布の日から施行する。 
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付 則(平成16年2月24日条例第5号) 

この条例中第1条の規定は公布の日から、第2条の規定は市長が規則で定める日から施行する。 

(平成16年7月16日規則第111号で、平成16年7月22日から施行) 

付 則(平成16年10月12日条例第42号) 

この条例中第1条の規定は公布の日から、第2条の規定は市長が規則で定める日から、第3条の

規定は平成16年11月1日から施行する。 

(平成16年10月18日規則第131号で、平成16年10月22日から施行) 

付 則(平成16年12月20日条例第163号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(平成17年7月11日条例第65号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(平成17年10月4日条例第84号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(平成17年12月28日条例第95号) 

この条例中第1条の規定は公布の日から、第2条及び第3条の規定は市長が規則で定める日から

施行する。 

(平成18年3月23日規則第11号で、第2条の規定は平成18年4月10日から施行) 

(平成18年5月23日規則第78号で、第3条の規定は平成18年5月31日から施行) 

付 則(平成18年6月30日条例第35号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(平成18年12月20日条例第51号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(平成19年7月6日条例第52号) 

この条例中第1条の規定は公布の日から、第2条の規定は市長が規則で定める日から施行する。 

(平成19年7月17日規則第136号で、平成19年7月19日から施行) 

付 則(平成19年10月1日条例第65号) 

この条例中第1条の規定は公布の日から、第2条の規定は市長が規則で定める日から施行する。 

(平成19年10月29日規則第166号で、平成19年11月1日から施行) 

付 則(平成19年12月25日条例第71号) 

この条例中第1条の規定は公布の日から、第2条の規定は市長が規則で定める日から施行する。 

(平成20年3月3日規則第7号で、平成20年3月26日から施行) 

付 則(平成20年3月26日条例第17号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(平成20年9月29日条例第42号) 

この条例中第1条の規定は公布の日から、第2条の規定は市長が規則で定める日から施行する。 
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(平成20年12月11日規則第126号で、平成20年12月19日から施行) 

付 則(平成21年3月27日条例第17号) 

この条例中第1条の規定は公布の日から、第2条の規定は市長が規則で定める日から施行する。 

(平成21年7月16日規則第108号で、平成21年7月21日から施行) 

付 則(平成21年10月5日条例第44号) 

この条例中第1条の規定は公布の日から、第2条の規定は市長が規則で定める日から施行する。 

(平成21年12月11日規則第135号で、平成21年12月16日から施行) 

付 則(平成21年12月17日条例第51号) 

この条例中第1条の規定は公布の日から、第2条及び第3条の規定は市長が規則で定める日から

施行する。 

(平成22年1月21日規則第1号で、第2条の規定は平成22年1月27日から施行) 

(平成22年3月29日規則第36号で、第3条の規定は平成22年3月31日から施行) 

付 則(平成22年2月24日条例第5号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(平成22年3月23日条例第18号) 

この条例は、平成22年4月1日から施行する。 

付 則(平成22年6月28日条例第30号) 

この条例中第1条の規定は公布の日から、第2条及び第3条の規定は市長が規則で定める日から

施行する。 

(平成22年8月30日規則第75号で、第2条の規定は平成22年9月3日から施行) 

(平成22年9月8日規則第78号で、第3条の規定は平成22年9月10日から施行) 

付 則(平成22年12月27日条例第54号) 

この条例中第1条の規定は公布の日から、第2条の規定は市長が規則で定める日から施行する。 

(平成23年2月28日規則第10号で、第2条の規定は平成23年3月11日から施行) 

付 則(平成23年2月22日条例第2号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(平成23年3月22日条例第10号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(平成23年6月29日条例第22号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(平成23年10月11日条例第28号) 

この条例中第1条の規定は公布の日から、第2条から第4条までの規定は市長が規則で定める日

から施行する。 

(平成23年10月31日規則第79号で、第2条の規定は平成23年11月4日から施行) 

(平成23年10月31日規則第80号で、第3条の規定は平成23年11月10日から施行) 
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(平成23年11月29日規則第85号で、第4条の規定は平成23年12月2日から施行) 

付 則(平成23年12月16日条例第33号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(平成24年3月19日条例第14号) 

(施行期日) 

1 この条例は、平成24年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行の日前に56歳以上である者の市営住宅等及びその他住宅の入居者資格につ

いては、改正後の第6条第2項第1号の規定にかかわらず、公営住宅法施行令の一部を改正する

政令(平成17年政令第357号)による改正前の公営住宅法施行令(昭和26年政令第240号)第6条

第1項第1号の規定による。 

付 則(平成24年10月1日条例第38号) 

この条例中第1条の規定は公布の日から、第2条の規定は市長が規則で定める日から施行する。 

(平成24年12月17日規則第84号で、第2条の規定は平成24年12月24日から施行) 

付 則(平成24年12月25日条例第79号) 

この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。 

(1) 別表の改正規定 公布の日 

(2) 前号に掲げる規定以外の規定 平成25年4月1日 

付 則(平成25年6月27日条例第27号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(平成25年9月30日条例第35号) 

この条例中第1条の規定は公布の日から、第2条の規定は市長が規則で定める日から施行する。 

(平成25年10月29日規則第116号で、第2条の規定は平成25年11月11日から施行) 

付 則(平成25年12月20日条例第45号) 

この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。 

(1) 別表の改正規定 公布の日 

(2) 前号に掲げる規定以外の規定 平成26年1月3日 

付 則(平成26年3月18日条例第22号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(平成26年9月29日条例第55号) 

この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第1条中鹿児島市営住宅条例別表の改正規定 公布の日 

(2) 第1条中鹿児島市営住宅条例第6条第2項第5号の改正規定 平成26年10月1日 

(3) 第2条の規定 市長が規則で定める日 

(平成26年10月10日規則第95号で、平成26年10月14日から施行) 
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(4) 第1条中鹿児島市営住宅条例第6条第7項及び第8項並びに第51条第2項の改正規定 平成

26年12月24日 

付 則(平成26年12月22日条例第65号) 

この条例中第1条の規定は公布の日から、第2条及び第3条の規定は市長が規則で定める日から

施行する。 

(平成27年3月9日規則第18号で、平成27年3月16日から施行) 

付 則(平成27年3月23日条例第25号) 

この条例は、平成27年4月1日から施行する。 

付 則(平成27年9月30日条例第54号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(平成27年12月18日条例第68号) 

この条例中第1条の規定は公布の日から、第2条の規定は市長が規則で定める日から施行する。 

(平成27年12月21日規則第103号で、平成27年12月22日から施行) 

付 則(平成28年10月3日条例第47号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(平成28年12月26日条例第57号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(平成29年6月29日条例第30号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(平成29年10月2日条例第34号) 

この条例は、市長が規則で定める日から施行する。 

(平成29年11月30日規則第86号で、平成29年12月1日から施行) 

付 則(平成29年12月22日条例第40号) 

(施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

(経過措置) 

2 改正後の鹿児島市営住宅条例第14条第5項及び第29条第5項の規定は、平成30年度以降の年度

の市営住宅の毎月の家賃について適用する。 

別表(第3条関係) 

(平9条例23・平9条例34・平9条例39・平10条例14・平10条例29・平10条例36・平11条

例1・平11条例24・平11条例29・平11条例36・平12条例31・平12条例59・平12条例74・

平13条例9・平13条例35・平13条例41・平14条例2・平14条例30・平15条例2・平15条例

26・平16条例5・平16条例42・平16条例163・平17条例65・平17条例84・平17条例95・

平18条例35・平18条例51・平19条例52・平19条例65・平19条例71・平20条例42・平21

条例17・平21条例44・平21条例51・平22条例5・平22条例18・平22条例30・平22条例54・
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平23条例2・平23条例10・平23条例22・平23条例28・平23条例33・平24条例14・平24条

例38・平24条例79・平25条例27・平25条例35・平25条例45・平26条例22・平26条例55・

平26条例65・平27条例25・平27条例54・平27条例68・平28条例47・平28条例57・平29

条例30・平29条例34・一部改正) 

市営住宅 

名称 位置 構造 棟数 戸数 建設年度 設置の時期 

辻ケ丘住宅 東坂元二丁目20番 耐火構造4階建 5 78 平成元年度 平成2年9月25日 

辻ケ丘住宅 東坂元二丁目20番 耐火構造4階建 3 56 平成2年度 平成3年9月25日 

辻ケ丘住宅 東坂元二丁目11番 耐火構造4階建 1 24 平成3年度 平成4年9月25日 

辻ケ丘住宅 東坂元二丁目12番 耐火構造4階建

(一部3階) 

1 19 平成3年度 平成4年9月25日 

辻ケ丘住宅 東坂元二丁目20番 耐火構造4階建 1 12 平成3年度 平成4年9月25日 

辻ケ丘住宅 東坂元二丁目20番 耐火構造4階建 1 16 平成4年度 平成5年3月25日 

辻ケ丘住宅 東坂元二丁目8番 耐火構造4階建 1 24 平成5年度 平成6年3月24日 

辻ケ丘住宅 東坂元二丁目9番 耐火構造4階建

(一部3階) 

1 14 平成5年度 平成6年3月24日 

辻ケ丘住宅 東坂元二丁目7番 耐火構造4階建 1 24 平成6年度 平成8年1月19日 

辻ケ丘住宅 東坂元二丁目41番 耐火構造6階建

(一部4階) 

1 28 平成18年度 平成20年2月15日 

辻ケ丘住宅 東坂元二丁目41番 耐火構造9階建

(一部6・7階) 

1 47 平成20年度 平成22年3月25日 

辻ケ丘住宅 東坂元二丁目41番 耐火構造5階建 1 20 平成22年度 平成23年10月29日 

辻ケ丘住宅 東坂元二丁目41番 耐火構造6階建

(一部3・5階) 

1 26 平成24年度 平成26年1月23日 

大明丘住宅 大明丘三丁目5番 耐火構造5階建 1 30 昭和44年度 昭和44年12月20日 

大明丘住宅 大明丘三丁目5番 耐火構造6階建

(一部4階) 

1 28 平成20年度 平成21年10月15日 

大明丘住宅 大明丘三丁目5番 耐火構造6階建

(一部4階) 

1 34 平成22年度 平成23年10月1日 

大明丘住宅 大明丘三丁目5番 耐火構造6階建

(一部4階) 

1 33 平成24年度 平成25年10月15日 

大明丘住宅 大明丘三丁目5番 耐火構造7階建

(一部4・6階) 

1 31 平成26年度 平成27年11月10日 

天神山住宅 吉野町807番地24、耐火構造4階建 5 72 平成4年度 平成5年3月25日 
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807番地25 

天神山住宅 吉野町807番地23 耐火構造4階建 2 32 平成5年度 平成7年2月1日 

天神山住宅 吉野町807番地22 耐火構造4階建 1 16 平成6年度 平成7年11月20日 

天神山住宅 吉野町807番地21 耐火構造4階建

(一部3階) 

1 14 平成8年度 平成9年11月25日 

天神山住宅 吉野町807番地22 耐火構造4階建 1 16 平成8年度 平成10年1月28日 

西伊敷住宅 西伊敷七丁目 32

番、33番、35番 

耐火構造5階建 9 240 昭和46年度 昭和46年12月15日 

西伊敷住宅 西伊敷三丁目35番 耐火構造5階建 1 30 平成7年度 平成8年11月14日 

西伊敷住宅 西伊敷三丁目35番 耐火構造4階建 1 16 平成7年度 平成8年11月14日 

西伊敷住宅 西伊敷三丁目36番 耐火構造5階建 1 30 平成9年度 平成10年12月4日 

西伊敷住宅 西伊敷三丁目36番 耐火構造8階建 1 48 平成9年度 平成11年3月15日 

西伊敷住宅 西伊敷七丁目29番 耐火構造4階建 1 36 平成10年度 平成11年11月30日 

西伊敷住宅 西伊敷三丁目36番 耐火構造4階建 1 16 平成10年度 平成12年3月15日 

西伊敷住宅 西伊敷七丁目29番 耐火構造4階建 1 32 平成11年度 平成13年3月15日 

西伊敷住宅 西伊敷七丁目35番 耐火構造5階建 1 20 平成13年度 平成14年12月14日 

西伊敷住宅 西伊敷三丁目 36

番、40番 

耐火構造4階建 2 35 平成21年度 平成22年8月28日 

西伊敷住宅 西伊敷三丁目36番 耐火構造5階建 1 25 平成23年度 平成24年11月30日 

西伊敷住宅 西伊敷三丁目36番 耐火構造6階建

(一部5階) 

1 49 平成25年度 平成27年2月14日 

西伊敷住宅 西伊敷三丁目36番 耐火構造5階建 1 25 平成28年度 平成29年9月15日 

柳町住宅 柳町1番 耐火構造11階建

(一部9・10階) 

1 88 平成9年度 平成11年3月10日 

柳町住宅 柳町4番 耐火構造10階建

(一部8・9階) 

1 53 平成11年度 平成13年3月9日 

柳町住宅 柳町2番 耐火構造11階建

(一部8・10階) 

1 72 平成16年度 平成18年3月30日 

田上住宅 広木二丁目2番 耐火構造3階建 1 12 昭和60年度 昭和61年3月29日 

下伊敷住宅 下伊敷一丁目15番 耐火構造7階建 2 69 平成10年度 平成12年3月15日 

下伊敷住宅 下伊敷一丁目15番 耐火構造7階建 1 56 平成12年度 平成14年3月7日 

下伊敷住宅 下伊敷一丁目15番 耐火構造11階建

(一部6・8・10

階) 

1 79 平成14年度 平成16年7月15日 
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下伊敷住宅 下伊敷一丁目15番 耐火構造11階建

(一部7・8・10

階) 

1 58 平成17年度 平成19年4月10日 

日当平住宅 下伊敷二丁目21番 耐火構造5階建 5 125 昭和57年度 昭和58年3月25日 

日当平住宅 下伊敷二丁目 21

番、26番 

耐火構造5階建 6 152 昭和58年度 昭和59年3月23日 

日当平住宅 下伊敷二丁目26番 耐火構造5階建 7 150 昭和59年度 昭和60年3月29日 

日当平住宅 下伊敷二丁目30番 耐火構造5階建 4 100 昭和60年度 昭和61年3月20日 

真砂本町住宅 真砂本町5番 耐火構造9階建 1 54 平成3年度 平成4年12月10日 

真砂本町住宅 真砂本町5番 耐火構造9階建 1 54 平成5年度 平成7年1月25日 

真砂本町住宅 真砂本町5番 耐火構造5階建 1 20 平成18年度 平成19年9月29日 

真砂本町住宅 真砂本町5番 耐火構造5階建 1 15 平成20年度 平成20年12月20日 

宇宿住宅 宇宿一丁目40番 耐火構造5階建 1 15 昭和62年度 昭和63年7月21日 

宇宿住宅 宇宿一丁目40番 耐火構造5階建

(一部4階) 

1 19 昭和62年度 昭和63年7月21日 

宇宿住宅 宇宿三丁目29番 耐火構造4階建 1 13 平成3年度 平成4年3月25日 

宇宿住宅 宇宿六丁目1番 耐火構造4階建 1 40 平成6年度 平成7年9月12日 

宇宿住宅 宇宿六丁目1番 耐火構造4階建 1 24 平成7年度 平成8年10月23日 

宇宿住宅 宇宿六丁目1番 耐火構造4階建 2 48 平成8年度 平成9年8月15日 

三和住宅 三和町42番 耐火構造7階建 1 41 平成13年度 平成15年6月14日 

三和住宅 三和町18番 耐火構造5階建 1 40 平成15年度 平成16年10月15日 

三和住宅 三和町18番 耐火構造7階建 1 56 平成17年度 平成19年3月24日 

紫原住宅 紫原一丁目5番 耐火構造5階建 4 85 昭和58年度 昭和59年3月23日 

紫原住宅 紫原二丁目8番 耐火構造5階建 1 30 昭和58年度 昭和59年3月23日 

紫原住宅 紫原一丁目4番、5

番、57番 

耐火構造5階建 3 70 昭和59年度 昭和60年3月29日 

紫原住宅 紫原二丁目6番 耐火構造5階建 1 20 昭和59年度 昭和60年3月29日 

紫原住宅 紫原六丁目11番、

14番 

耐火構造5階建 3 70 昭和59年度 昭和60年3月29日 

紫原住宅 紫原一丁目4番 耐火構造5階建 1 20 昭和60年度 昭和61年3月29日 

紫原住宅 紫原一丁目56番 耐火構造4階建 3 48 昭和60年度 昭和61年3月29日 

紫原住宅 紫原二丁目6番 耐火構造5階建 2 50 昭和60年度 昭和61年3月29日 

紫原住宅 紫原六丁目14番 耐火構造5階建 3 70 昭和60年度 昭和61年3月29日 

紫原住宅 紫原一丁目4番、20耐火構造5階建 8 160 昭和61年度 昭和62年3月25日 
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番、56番 

紫原住宅 紫原二丁目6番 耐火構造5階建 3 70 昭和61年度 昭和62年3月25日 

紫原住宅 紫原六丁目14番 耐火構造5階建 2 40 昭和61年度 昭和62年3月25日 

紫原住宅 紫原一丁目4番 耐火構造5階建 1 30 昭和62年度 昭和63年3月31日 

紫原住宅 紫原一丁目56番 耐火構造4階建 1 16 昭和62年度 昭和63年3月31日 

紫原住宅 紫原六丁目11番、

12番 

耐火構造5階建 3 65 昭和62年度 昭和63年3月31日 

紫原住宅 紫原二丁目5番 耐火構造5階建 2 60 昭和62年度 昭和63年7月21日 

紫原住宅 紫原一丁目20番 耐火構造3階建 2 12 昭和63年度 平成元年3月31日 

紫原住宅 紫原一丁目22番 耐火構造5階建 2 40 昭和63年度 平成元年3月31日 

紫原住宅 紫原六丁目12番 耐火構造4階建 1 24 平成2年度 平成3年9月25日 

紫原住宅 紫原一丁目4番 耐火構造7階建 1 35 平成3年度 平成4年9月25日 

紫原住宅 紫原一丁目20番 耐火構造6階建 1 36 平成4年度 平成5年10月20日 

紫原住宅 紫原一丁目3番 耐火構造10階建

(一部8階) 

1 76 平成5年度 平成7年3月8日 

紫原住宅 紫原一丁目20番 耐火構造8階建 1 48 平成6年度 平成8年2月20日 

紫原住宅 紫原一丁目3番 耐火構造5階建 1 20 平成7年度 平成8年11月11日 

紫原住宅 紫原一丁目3番 耐火構造7階建 1 42 平成7年度 平成9年2月25日 

玉里団地住宅 玉里団地三丁目46

番 

耐火構造5階建 10 290 昭和47年度 昭和47年12月1日 

玉里団地住宅 玉里団地三丁目46

番、47番 

耐火構造5階建 7 180 昭和49年度 昭和50年3月1日 

玉里団地住宅 玉里団地三丁目47

番 

耐火構造9階建 1 81 平成27年度 平成28年12月30日 

武岡住宅 武岡二丁目21番地

1、22番地1 

耐火構造5階建 6 180 昭和48年度 昭和48年10月1日 

武岡住宅 武岡二丁目22番地

1 

耐火構造5階建 5 120 昭和48年度 昭和49年2月1日 

武岡住宅 武岡二丁目23番地

1 

耐火構造5階建 1 30 昭和48年度 昭和49年3月15日 

武岡住宅 武岡二丁目26番地

1 

耐火構造5階建 2 50 昭和49年度 昭和50年3月1日 

武岡住宅 武岡二丁目23番地

1、26番地1、27番

耐火構造5階建 15 382 昭和50年度 昭和51年2月1日 
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地1 

武岡住宅 武岡二丁目27番地

1 

耐火構造5階建 1 30 昭和50年度 昭和51年4月1日 

武岡住宅 武岡一丁目2番地1 耐火構造5階建 8 240 昭和51年度 昭和52年3月1日 

武岡住宅 武岡二丁目24番地

1、26番地1、27番

地1 

耐火構造5階建 9 220 昭和51年度 昭和52年3月1日 

武岡住宅 武岡一丁目2番地1 耐火構造5階建 1 30 昭和52年度 昭和52年12月25日 

武岡住宅 武岡五丁目30番、

32番、33番、34番 

耐火構造5階建 15 430 昭和52年度 昭和52年12月25日 

武岡住宅 武岡五丁目29番、

30番、31番 

耐火構造5階建 18 470 昭和53年度 昭和53年12月16日 

桜ケ丘住宅 桜ヶ丘四丁目 1番

地3 

耐火構造5階建 19 480 昭和54年度 昭和55年2月1日 

星ケ峯住宅 星ヶ峯二丁目27番 耐火構造5階建 13 280 昭和55年度 昭和56年3月21日 

星ケ峯住宅 星ヶ峯四丁目32番 耐火構造5階建 12 290 昭和56年度 昭和57年3月27日 

星ケ峯住宅 星ヶ峯四丁目 32

番、42番 

耐火構造5階建 14 310 昭和57年度 昭和58年2月25日 

星ケ峯住宅 星ヶ峯五丁目14番 耐火構造5階建 7 160 昭和58年度 昭和59年3月23日 

星ケ峯住宅 星ヶ峯一丁目15番 耐火構造5階建 2 40 昭和59年度 昭和60年3月29日 

星ケ峯住宅 星ヶ峯一丁目15番 耐火構造5階建 1 20 昭和60年度 昭和61年3月20日 

星ケ峯住宅 星ヶ峯一丁目15番 耐火構造5階建 1 20 昭和60年度 昭和61年7月22日 

星ケ峯住宅 星ヶ峯五丁目44番 木造平家建 5 10 昭和61年度 昭和62年3月25日 

星ケ峯住宅 星ヶ峯一丁目15番 耐火構造5階建 3 70 昭和62年度 昭和62年10月1日 

星ケ峯住宅 星ヶ峯一丁目 15

番、16番 

耐火構造5階建 3 60 昭和62年度 昭和63年3月31日 

星ケ峯住宅 星ヶ峯一丁目16番 耐火構造5階建 1 30 昭和62年度 昭和63年9月30日 

星ケ峯住宅 星ヶ峯一丁目16番 耐火構造5階建 1 20 昭和63年度 平成元年3月31日 

星ケ峯住宅 星ヶ峯一丁目16番 耐火構造5階建 3 80 昭和63年度 平成元年7月27日 

星ケ峯住宅 星ヶ峯一丁目16番 耐火構造5階建 2 50 平成元年度 平成2年3月28日 

星ケ峯住宅 星ヶ峯二丁目26番 耐火構造5階建 1 30 平成元年度 平成2年3月28日 

星ケ峯住宅 星ヶ峯二丁目26番 耐火構造5階建 2 40 平成2年度 平成3年3月28日 

星ケ峯住宅 星ヶ峯六丁目22番

地9、22番地10、23

木造2階建 4 9 平成26年度 平成27年3月21日 
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番地1、23番地2 

星ケ峯住宅 星ヶ峯六丁目40番

地1、63番地4 

木造2階建 2 4 平成27年度 平成28年2月2日 

星ケ峯住宅 星ヶ峯六丁目17番

地4、17番地5 

木造2階建 2 6 平成28年度 平成29年8月25日 

鴨池新町住宅 鴨池新町33番 耐火構造5階建 5 150 昭和55年度 昭和56年3月21日 

鴨池新町住宅 鴨池新町35番 耐火構造5階建 5 150 昭和56年度 昭和57年3月27日 

皇徳寺住宅 皇徳寺台四丁目27

番 

耐火構造5階建 2 40 昭和59年度 昭和60年3月29日 

皇徳寺住宅 皇徳寺台四丁目27

番 

耐火構造5階建 1 30 昭和60年度 昭和61年3月20日 

皇徳寺住宅 皇徳寺台四丁目32

番 

耐火構造5階建 1 30 昭和62年度 昭和62年10月1日 

皇徳寺住宅 皇徳寺台四丁目32

番 

耐火構造5階建 2 40 昭和62年度 昭和63年3月31日 

皇徳寺住宅 皇徳寺台四丁目28

番 

耐火構造5階建 2 50 昭和63年度 平成元年3月31日 

皇徳寺住宅 皇徳寺台四丁目74

番 

耐火構造5階建 2 40 平成元年度 平成2年9月25日 

皇徳寺住宅 皇徳寺台四丁目74

番 

耐火構造5階建 4 80 平成2年度 平成3年3月28日 

皇徳寺住宅 皇徳寺台四丁目74

番 

耐火構造5階建 1 30 平成3年度 平成4年3月25日 

小松原住宅 小松原二丁目16番 耐火構造5階建 1 10 昭和53年度 昭和54年7月11日 

東谷山住宅 東谷山一丁目2番 耐火構造5階建 1 10 昭和55年度 昭和56年3月21日 

花野住宅 花野光ヶ丘二丁目

8番 

耐火構造5階建 1 30 昭和62年度 昭和63年7月21日 

花野住宅 花野光ヶ丘二丁目

8番 

耐火構造5階建 1 30 昭和63年度 平成元年7月27日 

花野住宅 花野光ヶ丘二丁目

10番 

耐火構造5階建 1 30 平成元年度 平成2年9月25日 

花野住宅 花野光ヶ丘二丁目

10番 

耐火構造5階建 1 25 平成2年度 平成3年3月28日 

柏原住宅 谷山中央二丁目耐火構造5階建 1 30 昭和62年度 昭和63年3月31日 
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4149番地2 

御所下住宅 上福元町5890番地

1 

耐火構造4階建 5 88 昭和63年度 平成元年3月31日 

御所下住宅 上福元町5890番地

1 

耐火構造4階建 4 78 平成元年度 平成2年3月28日 

錦江台住宅 錦江台一丁目66番 耐火構造4階建 3 56 平成4年度 平成5年7月20日 

錦江台住宅 錦江台一丁目66番 耐火構造4階建 1 16 平成5年度 平成6年10月20日 

錦江台住宅 錦江台一丁目66番 耐火構造4階建 1 16 平成5年度 平成6年11月8日 

錦江台住宅 錦江台一丁目46番 耐火構造4階建 2 32 平成7年度 平成8年10月25日 

錦江台住宅 錦江台一丁目38番 耐火構造4階建 1 16 平成9年度 平成10年12月10日 

錦江台住宅 錦江台一丁目38番 耐火構造4階建 1 16 平成9年度 平成11年1月18日 

錦江台住宅 錦江台一丁目 39

番、40番 

耐火構造4階建 3 48 平成10年度 平成12年3月15日 

錦江台住宅 錦江台一丁目 41

番、42番 

耐火構造4階建 2 32 平成12年度 平成13年11月15日 

錦江台住宅 錦江台一丁目44番 耐火構造4階建 1 16 平成14年度 平成15年10月15日 

錦江台住宅 錦江台一丁目44番 耐火構造4階建 1 16 平成15年度 平成16年11月4日 

錦江台住宅 錦江台一丁目43番 耐火構造4階建 1 16 平成16年度 平成17年10月15日 

ツインハウス

南林寺 

南林寺町2番 耐火構造14階建 1 10 平成4年度 平成6年3月24日 

ツインハウス

南林寺 

南林寺町2番 耐火構造14階建 1 58 平成6年度 平成8年9月30日 

皷川住宅 皷川町5番 耐火構造5階建

(一部4階) 

1 30 平成5年度 平成6年9月21日 

下荒田住宅 下荒田一丁目37番 耐火構造5階建 1 10 平成8年度 平成10年2月5日 

皆与志住宅 皆与志町4155番地 木造平家建 2 5 平成10年度 平成11年8月10日 

皆与志中組住

宅 

皆与志町3559番地 木造2階建 2 5 平成14年度 平成15年8月23日 

皆与志中組住

宅 

皆与志町3372番地

1 

木造2階建 2 5 平成18年度 平成19年2月15日 

錫山住宅 下福元町9812番地

21 

木造平家建 2 5 平成10年度 平成11年8月10日 

錫山西谷住宅 下福元町 11528番

地1 

木造平家建 2 5 平成13年度 平成14年3月22日 
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錫山飛渡住宅 下福元町9817番地

1 

木造2階建 2 5 平成21年度 平成22年7月15日 

平川住宅 平川町3853番地、

3870番地 

木造2階建 5 10 平成10年度 平成11年8月10日 

平川住宅 平川町3865番地 木造2階建 2 5 平成23年度 平成24年7月14日 

小山田名越住

宅 

小山田町3540番地

1、3797番地1 

木造2階建 4 10 平成11年度 平成12年8月10日 

小山田塚田住

宅 

小山田町92番地1 木造2階建 5 5 平成16年度 平成17年8月24日 

小山田塚田住

宅 

小山田町62番地 木造2階建 10 10 平成17年度 平成18年1月25日 

小山田塚田住

宅 

小山田町2番地 木造2階建 2 5 平成28年度 平成29年8月25日 

持木住宅 持木町95番地1 木造平家建 1 2 平成11年度 平成12年8月10日 

持木住宅 持木町98番地1 木造2階建 1 3 平成11年度 平成12年8月10日 

東桜島住宅 東桜島町884番地1 木造平家建 2 5 平成14年度 平成15年8月23日 

東桜島住宅 東桜島町748番地1 木造2階建 4 10 平成19年度 平成19年12月22日 

藤野住宅 桜島藤野町1507番

地1 

準耐火構造平家

建 

2 8 昭和53年度 昭和54年4月1日 

藤野住宅 桜島藤野町1509番

地1 

準耐火構造平家

建 

2 6 昭和55年度 昭和56年4月1日 

藤野住宅 桜島藤野町1507番

地3 

木造2階建 2 4 平成15年度 平成16年4月1日 

藤野住宅 桜島藤野町1507番

地3 

木造2階建 2 4 平成16年度 平成17年3月4日 

小池住宅 桜島赤生原町54番

地1 

準耐火構造平家

建 

2 6 昭和54年度 昭和55年4月1日 

中尾住宅 桜島藤野町1193番

地2 

準耐火構造平家

建 

1 4 昭和56年度 昭和57年4月1日 

西道住宅 桜島西道町7番地1 準耐火構造平家

建 

1 4 昭和58年度 昭和59年4月1日 

袴腰住宅 桜島横山町1722番

地1 

耐火構造3階建 6 18 昭和62年度 昭和63年4月1日 

袴腰住宅 桜島横山町1722番耐火構造3階建 7 21 昭和63年度 平成元年4月1日 
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地1 

袴腰住宅 桜島横山町1722番

地1 

耐火構造3階建 4 12 平成元年度 平成2年4月1日 

長谷浜住宅 桜島武町82番地 木造2階建 2 8 平成14年度 平成15年4月1日 

大原住宅 本名町1137番地4 耐火構造2階建 2 8 昭和61年度 昭和62年4月1日 

大原住宅 本名町1137番地1 耐火構造2階建 1 6 平成17年度 平成18年9月15日 

大原住宅 本名町1137番地1 耐火構造2階建 1 8 平成19年度 平成20年3月15日 

大原住宅 本名町1137番地1 耐火構造2階建 1 10 平成20年度 平成21年7月15日 

梅ケ丸住宅 本城町639番地5 耐火構造2階建 1 4 昭和62年度 昭和63年4月1日 

高岡住宅 東佐多町2619番地

2 

耐火構造2階建 2 8 昭和63年度 平成元年4月1日 

桑之丸住宅 西佐多町899番地6 木造平家建 2 2 平成3年度 平成4年4月1日 

東佐多住宅 東佐多町2234番地

5 

耐火構造3階建 1 12 平成4年度 平成5年4月1日 

東佐多住宅 東佐多町2234番地

3 

耐火構造3階建 1 12 平成12年度 平成13年4月1日 

瀬々串住宅 喜入瀬々串町3184

番地12 

耐火構造2階建 1 4 平成5年度 平成6年4月1日 

瀬々串住宅 喜入瀬々串町3252

番地1、3253番地1 

木造2階建 2 5 平成24年度 平成25年3月26日 

一倉住宅 喜入一倉町 11225

番地 

準耐火構造2階

建 

1 4 昭和54年度 昭和55年4月1日 

一倉住宅 喜入一倉町5256番

地2 

耐火構造2階建 1 4 昭和59年度 昭和60年4月1日 

一倉住宅 喜入一倉町5256番

地2 

耐火構造2階建 1 4 昭和60年度 昭和61年4月1日 

一倉住宅 喜入一倉町 11361

番地1 

耐火構造2階建 1 4 平成8年度 平成9年4月1日 

一倉住宅 喜入一倉町 11259

番地1 

木造平家建 1 2 平成10年度 平成11年4月1日 

一倉住宅 喜入一倉町 11259

番地1 

木造平家建 1 2 平成13年度 平成14年4月1日 

生見住宅 喜入生見町2161番

地 

準耐火構造2階

建 

2 6 昭和55年度 昭和56年4月1日 
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生見住宅 喜入生見町2161番

地 

耐火構造2階建 1 2 昭和58年度 昭和59年4月1日 

生見住宅 喜入生見町 635番

地1 

耐火構造2階建 1 4 平成6年度 平成7年4月1日 

生見住宅 喜入生見町3644番

地 

木造平家建 1 2 平成9年度 平成10年4月1日 

生見住宅 喜入生見町3645番

地2 

木造平家建 1 2 平成12年度 平成13年4月1日 

前之浜住宅 喜入前之浜町8341

番地 

準耐火構造2階

建 

2 6 昭和56年度 昭和57年4月1日 

前之浜住宅 喜入前之浜町8341

番地 

耐火構造2階建 1 2 昭和58年度 昭和59年4月1日 

前之浜住宅 喜入前之浜町8351

番地1 

耐火構造2階建 1 4 平成7年度 平成8年4月1日 

前之浜住宅 喜入前之浜町8350

番地 

木造平家建 1 2 平成11年度 平成12年4月1日 

前之浜住宅 喜入前之浜町7978

番地 

木造平家建 1 2 平成14年度 平成15年4月1日 

中名住宅 喜入中名町 847番

地1 

耐火構造2階建 1 4 平成4年度 平成5年4月1日 

ラメール中名

住宅 

喜入中名町1000番

地23 

耐火構造2階建 1 2 平成15年度 平成16年4月1日 

ラメール中名

住宅 

喜入中名町1000番

地23 

耐火構造2階建

(一部平家) 

1 3 平成16年度 平成17年3月25日 

ラメール中名

住宅 

喜入中名町1000番

地23 

耐火構造2階建 1 2 平成17年度 平成18年4月1日 

ラメール中名

住宅 

喜入中名町1000番

地23 

耐火構造2階建

(一部平家) 

1 3 平成17年度 平成18年4月1日 

ラメール中名

住宅 

喜入中名町1000番

地41 

木造2階建 6 15 平成24年度 平成25年8月17日 

入田住宅 上谷口町901番地 耐火構造4階建 1 16 昭和60年度 昭和61年7月21日 

屋村台住宅 春山町1650番地18 耐火構造4階建 1 16 平成元年度 平成2年4月1日 

屋村台住宅 春山町1650番地18 耐火構造4階建 1 16 平成2年度 平成3年4月1日 

屋村台住宅 春山町1650番地18 耐火構造4階建 1 16 平成3年度 平成4年4月1日 
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花尾住宅 花尾町224番地 木造平家建 5 10 昭和59年度 昭和60年4月1日 

花尾住宅 花尾町224番地 木造2階建 2 4 昭和60年度 昭和61年4月1日 

花尾住宅 花尾町459番地4 木造平家建 5 10 平成14年度 平成15年3月1日 

南方住宅 東俣町67番地 木造平家建 3 6 昭和60年度 昭和61年4月1日 

南方住宅 東俣町67番地 木造平家建 2 4 昭和61年度 昭和62年4月1日 

中福良住宅 郡山町2517番地 木造平家建 5 10 昭和63年度 平成元年4月1日 

甲突住宅 郡山町2551番地 木造平家建 5 10 平成元年度 平成2年4月1日 

西俣住宅 西俣町2940番地 木造平家建 5 10 平成2年度 平成3年4月1日 

賦合住宅 油須木町260番地 耐火構造3階建 3 18 平成4年度 平成5年7月1日 

賦合住宅 油須木町260番地 耐火構造3階建 2 12 平成5年度 平成6年4月1日 

直木住宅 直木町4345番地1 木造平家建 2 4 平成16年度 平成17年8月24日 

直木住宅 直木町4345番地1 木造平家建 1 2 平成17年度 平成17年12月20日 

直木住宅 直木町4369番地1 木造平家建 6 6 平成18年度 平成19年3月24日 

犬迫住宅 犬迫町5828番地2 木造2階建 10 10 平成18年度 平成19年8月4日 

犬迫住宅 犬迫町5828番地1 木造2階建 5 10 平成25年度 平成26年7月15日 

松陽台住宅 松陽台町42番地2 耐火構造3階建 2 24 平成21年度 平成22年9月4日 

喜入住宅 喜入町8234番地4 木造平家建 4 10 平成22年度 平成23年3月5日 

花尾南迫住宅 花尾町131番地1 耐火構造2階建 2 10 平成22年度 平成23年5月25日 

本城住宅 本城町1535番地2 木造2階建 4 10 平成23年度 平成24年3月24日 

宮之浦住宅 宮之浦町903番地1 木造2階建 2 4 平成27年度 平成28年3月31日 

宮之浦住宅 宮之浦町903番地1 木造2階建 3 6 平成28年度 平成29年3月4日 

計 617 10,6

91 

 

改良住宅 

名称 位置 構造 棟数 戸数 建設年度 設置の時期 

西田住宅 西田二丁目29番 耐火構造4階建 1 47 昭和46年度 昭和47年4月1日 

日当平住宅 下伊敷二丁目30番 耐火構造5階建 1 40 昭和47年度 昭和48年4月1日 

ツインハウス

南林寺 

南林寺町2番 耐火構造14階建 併1 50 平成4年度 平成6年3月24日 

計 2 

併1 

137  

更新住宅 

名称 位置 構造 棟数 戸数 建設年度 設置の時期 

西田住宅 西田二丁目29番 耐火構造4階建 1 4 平成10年度 平成11年3月15日 
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西田住宅 西田二丁目30番 耐火構造3階建 1 3 平成10年度 平成11年3月15日 

三和住宅 三和町42番 耐火構造7階建 併1 29 平成13年度 平成15年6月14日 

三和住宅 三和町18番 耐火構造7階建 1 56 平成20年度 平成20年12月13日 

三和住宅 三和町75番 耐火構造6階建 1 42 平成22年度 平成23年11月4日 

三和住宅 三和町75番 耐火構造 5階建

(一部4階) 

1 24 平成23年度 平成25年1月30日 

三和住宅 三和町76番 耐火構造5階建 1 30 平成25年度 平成26年12月19日 

計 6 

併1 

188  

特定公共賃貸住宅 

名称 位置 構造 棟数 戸数 建設年度 設置の時期 

下荒田住宅 下荒田一丁目37番 耐火構造5階建 併1 15 平成8年度 平成10年2月5日 

西白浜住宅 桜島白浜町1246番

地5 

木造平家建 1 1 平成8年度 平成8年7月25日 

松浦住宅 桜島松浦町12番地 木造平家建 1 1 平成9年度 平成9年9月1日 

松浦住宅 桜島松浦町12番地 木造平家建 1 1 平成9年度 平成10年4月1日 

東白浜住宅 桜島白浜町 960番

地1 

木造平家建 1 1 平成9年度 平成10年4月1日 

計 4 

併1 

19  

その他住宅 

名称 位置 構造 棟数 戸数 建設年度 設置の時期 

武住宅 桜島武町1200番地

1 

木造平家建 2 2 平成4年度 平成5年4月1日 

二俣住宅 桜島二俣町 407番

地3 

木造平家建 2 2 平成6年度 平成7年4月1日 

西白浜住宅 桜島白浜町1246番

地5 

木造平家建 1 1 平成8年度 平成8年7月25日 

藤野住宅 桜島藤野町 974番

地15 

木造平家建 2 2 平成8年度 平成9年4月1日 

松浦住宅 桜島松浦町12番地 木造平家建 1 1 平成9年度 平成9年9月1日 

東白浜住宅 桜島白浜町 960番

地1 

木造平家建 3 3 平成9年度 平成9年9月1日 

計 11 11  
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合計 640 

併3 

11,0

46 

 

店舗等 

名称 位置 構造 棟数 店 舗

等数 

建設年度 設置の時期 

日当平店舗等 下伊敷二丁目21番 耐火構造5階建1

階 

併1 8 昭和58年度 昭和59年3月23日 

ツインハウス

南林寺店舗等 

南林寺町2番 耐火構造14階建1

階 

併1 7 平成4年度 平成6年3月24日 

ツインハウス

南林寺店舗等 

南林寺町2番 耐火構造14階建1

階 

併1 11 平成6年度 平成8年9月30日 

計 併3 26   

 



【届出_根拠規範】46_鹿児島県鹿児島市_1_2

48【届出_根拠規範】46_鹿児島県鹿児島市_1_2

○鹿児島市営住宅条例施行規則

平成9年5月30日

規則第79号

改正 平成12年3月30日規則第16号

平成13年3月29日規則第54号

平成13年9月28日規則第95号

平成14年1月11日規則第2号

平成14年3月8日規則第6号

平成14年9月19日規則第82号

平成16年3月4日規則第15号

平成16年10月20日規則第152号

平成17年2月17日規則第10号

平成18年5月24日規則第79号

平成19年3月30日規則第106号

平成19年8月24日規則第140号

平成19年9月28日規則第156号

平成20年3月26日規則第29号

平成20年9月29日規則第103号

平成21年3月27日規則第66号

平成21年5月25日規則第94号

平成22年3月30日規則第41号

平成25年3月29日規則第77号

平成26年3月28日規則第48号

平成26年11月18日規則第100号

平成28年3月31日規則第111号

鹿児島市営住宅条例施行規則(平成元年規則第5号)の全部を改正する。

(趣旨)

第1条 この規則は、鹿児島市営住宅条例(平成9年条例第13号。以下「条例」という。)の施行

について必要な事項を定めるものとする。

(住宅に係るエネルギーの使用の合理化を図るための措置)

第1条の2 条例第2条の9第2項の規則で定める措置は、住宅が住宅の品質確保の促進等に関する

法律(平成11年法律第81号)第3条第1項の規定に基づく評価方法基準(平成13年国土交通省告

示第1347号。以下「評価方法基準」という。)第5の5の5―1(3)の等級4の基準を満たすことと

する。ただし、これにより難い場合は、等級3の基準を満たすこととする。

(平25規則77・追加)
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(住宅の床及び外壁の開口部の遮音性能の確保を図るための措置)

第1条の3 条例第2条の9第3項の規則で定める措置は、住宅の床及び外壁の開口部が評価方法基

準第5の8の8―1(3)イの等級2の基準又は評価方法基準第5の8の8―1(3)ロ①cの基準(鉄筋コ

ンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の住宅以外の住宅にあっては、評価方法基準第5

の8の8―1(3)ロ①dの基準)及び評価方法基準第5の8の8―4(3)の等級2の基準を満たすことと

する。

(平25規則77・追加)

(住宅の構造耐力上主要な部分等の劣化の軽減を図るための措置)

第1条の4 条例第2条の9第4項の規則で定める措置は、住宅の構造耐力上主要な部分及びこれと

一体的に整備される部分が評価方法基準第5の3の3―1(3)の等級3の基準(木造の住宅にあっ

ては、評価方法基準第5の3の3―1(3)の等級2の基準)を満たすこととする。

(平25規則77・追加)

(住宅の給水、排水及びガスの設備に係る配管の点検及び補修を行うための措置)

第1条の5 条例第2条の9第5項の規則で定める措置は、住宅の給水、排水及びガスの設備に係る

配管が評価方法基準第5の4の4―1(3)及び4―2(3)の等級2の基準を満たすこととする。

(平25規則77・追加)

(居室内の化学物質の発散による衛生上の支障の防止を図るための措置)

第1条の6 条例第2条の10第3項の規則で定める措置は、市営住宅の各住戸の居室の内装の仕上

げに評価方法基準第5の6の6―1(2)イ②の特定建材を使用する場合にあっては、評価方法基準

第5の6の6―1(3)ロの等級3の基準を満たすこととする。

(平25規則77・追加)

(住戸内の各部における高齢者等の移動の利便性及び安全性の確保等を図るための措置)

第1条の7 条例第2条の11の規則で定める措置は、住戸内の各部が評価方法基準第5の9の9―

1(3)の等級3の基準を満たすこととする。

(平25規則77・追加)

(共用部分における高齢者等の移動の利便性及び安全性の確保を図るための措置)

第1条の8 条例第2条の12の規則で定める措置は、市営住宅の通行の用に供する共用部分が評価

方法基準第5の9の9―2(3)の等級3の基準を満たすこととする。

(平25規則77・追加)

(公募の例外による入居申込み)

第2条 条例第5条(条例第50条、第57条及び第61条において準用する場合を含む。)及び第36条

(条例第50条において準用する場合を含む。)の規定により市営住宅等、特定公共賃貸住宅又

はその他住宅に入居しようとする者は、鹿児島市営住宅入居申込書(様式第1。以下「入居申

込書」という。)を市長に提出しなければならない。

2 市長は、前項の入居申込書のほかに、次に掲げる書類を提示し、又は提出させることができ
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る。

(1) 申込者及び現に同居し、又は同居しようとする親族(婚姻の届出をしないが事実上婚姻

関係と同様の事情にある者その他婚姻の予約者を含む。)の収入を証する書類

(2) 扶養親族を確認できる書類

(3) その他必要と認める書類

3 条例第5条(条例第50条、第57条及び第61条において準用する場合を含む。)の規定により入

居者が市営住宅等、特定公共賃貸住宅又はその他住宅の住替え入居を希望するときは、市営

住宅住替承認申請書(様式第2)に前項に定める書類を添えて市長に提出し、その承認を受けな

ければならない。ただし、住宅交換による場合は、市営住宅交換承認申請書(様式第3)による。

4 市長は、前項の申請があった場合は、その内容を審査し、住替え又は交換が適当であると認

めたときは、市営住宅住替承認書(様式第4)又は市営住宅交換承認書(様式第5)を交付する。

(平16規則152・平18規則79・平25規則77・一部改正)

(入居者資格の規則で定める条件)

第2条の2 条例第6条第1項第2号ア(カ)の規則で定める条件は、前2回の公募において、いずれ

も募集した戸数に入居を希望する申込者数が達しなかった住戸に入居する場合とする。

(平25規則77・追加)

(市営住宅等、特定公共賃貸住宅及びその他住宅の入居申込書その他必要な書類)

第3条 条例第8条第1項(条例第50条及び第57条において準用する場合を含む。)及び第58条第1

項の規定により市営住宅等、特定公共賃貸住宅又はその他住宅の入居の申込みをしようとす

る者は、入居申込書を市長に提出しなければならない。

2 市長は、入居申込書のほかに前条第2項に規定する書類を提示し、又は提出させることがで

きる。

(平16規則152・一部改正)

(店舗等の入居申込書その他必要な書類)

第4条 条例第8条第1項の規定により店舗等の入居の申込みをしようとする者は、店舗等入居申

込書(様式第6)を市長に提出しなければならない。

2 市長は、前項の申込書のほかに次に掲げる書類を提示し、又は提出させることができる。

(1) 市町村税の納入を証する書類

(2) 店舗等の営業種目と収支計画書

(3) 資金計画書

(4) その他必要と認める書類

(平20規則103・一部改正)

(抽せん番号票の交付)

第5条 市長は、第3条の入居申込書又は前条の店舗等入居申込書の内容を審査し、適当である

と認めたときはこれを受理し、所定事項を記入した市営住宅入居申込抽せん番号票(様式第7)
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を交付する。

(平16規則152・平20規則103・一部改正)

(入居決定者への通知書)

第6条 条例第8条第2項(条例第50条及び第57条において準用する場合を含む。)及び第58条第2

項に規定する通知は、市営住宅入居決定通知書(様式第8)による。

2 条例第8条第3項(条例第50条において準用する場合を含む。)に規定する通知は、前項に規定

する通知書に借上げに係る市営住宅又は更新住宅の借上げの期間の満了時に当該市営住宅又

は更新住宅を明け渡さなければならない旨を記載することによって行うものとする。

(平14規則6・平16規則152・一部改正)

(入居者の抽せん方法)

第7条 条例第9条(条例第50条及び第61条において準用する場合を含む。)、第10条第1項(条例

第50条、第57条及び第61条において準用する場合を含む。)又は第52条の規定による入居者の

選考又は選定に伴う抽せんの方法等については、市長が別に定める鹿児島市営住宅入居者選

考審査会に諮り決定するものとする。

(平16規則152・一部改正)

(請書)

第8条 条例第11条第1項第1号(条例第50条、第57条及び第61条において準用する場合を含む。)

に規定する請書の様式は、様式第9による。

2 前項の請書には、入居決定者及び連帯保証人(2人)の印鑑証明書並びに連帯保証人の収入を

証する書類を添付しなければならない。ただし、市長が特別の事情があると認める場合は、

連帯保証人を1人とすることができる。

(平16規則152・平26規則48・一部改正)

(建物賃貸借契約書)

第9条 市長は、店舗等の入居決定者と建物賃貸借契約書を交わすものとする。

(平20規則103・一部改正)

(住宅入居可能日通知書)

第10条 条例第11条第4項(条例第50条、第57条及び第61条において準用する場合を含む。)に規

定する通知は、市営住宅入居可能日通知書(様式第10)による。

(平16規則152・一部改正)

(連帯保証人変更承認申請書及び同承認書)

第11条 条例第11条第6項(条例第50条、第57条及び第61条において準用する場合を含む。)に規

定する承認の申請は、市営住宅連帯保証人変更承認申請書(様式第11)による。

2 前項の申請に対する承認は、市営住宅連帯保証人変更承認書(様式第12)による。

(平16規則152・一部改正)

(住宅同居承認申請書及び同承認書)



【届出_根拠規範】46_鹿児島県鹿児島市_1_2

52【届出_根拠規範】46_鹿児島県鹿児島市_1_2

第12条 条例第12条第1項(条例第50条、第57条及び第61条において準用する場合を含む。)に規

定する承認の申請は、市営住宅同居承認申請書(様式第13)による。

2 前項の申請に対する承認は、市営住宅同居承認書(様式第14)による。

(平16規則152・平20規則29・一部改正)

(同居親族の異動)

第13条 出生、死亡又は転出により同居親族に異動を生じたときは、入居者は速やかにその旨

を市営住宅同居親族異動届(様式第15)により市長に届けなければならない。

(入居の承継申請及び承認)

第14条 条例第13条第1項(条例第50条、第57条及び第61条において準用する場合を含む。)の規

定により入居の承継の承認を受けることができる者は、次の各号のいずれかに該当するもの

とする。

(1) 入居者の死亡時に同居していた親族又は配偶者(婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係

と同様の事情にある者を含む。以下この条において同じ。)

(2) 入居者の婚姻又は離婚による退去時に同居していた親族又は配偶者

(3) 入居者の別居による退去時に同居していた親族又は配偶者。ただし、住宅の新築又は購

入により退去する場合を除く。

2 前項の承継の承認又は条例第13条第2項の規定による店舗等の入居の承継の承認を受けよう

とする者は、承継の理由となるべき事実の発生後30日以内に市営住宅入居承継承認申請書(様

式第16)を市長に提出しなければならない。

3 前項の申請に対する承認は、市営住宅入居承継承認書(様式第17)による。

(平16規則152・平20規則103・一部改正)

(市営住宅等の収入の申告)

第15条 条例第15条第1項(条例第49条において準用する場合を含む。)の規定により収入の申告

をしようとする者は、市長が定める期間内に、収入申告書(様式第18)に入居者及び同居して

いる者(以下「入居者等」という。)その他当該入居者が扶養している親族の所得額証明書そ

の他市長が定める書類を添えて、市長に提出しなければならない。

(平16規則152・一部改正)

(収入額等認定通知)

第16条 条例第15条第2項(条例第49条において準用する場合を含む。)、第27条第1項若しくは

第2項又は第60条第2項に規定する通知は、収入額等認定通知書(様式第19)による。

(平16規則152・一部改正)

(収入額等認定の更正等)

第17条 条例第15条第3項(条例第49条において準用する場合を含む。)、第27条第3項又は第60

条第3項の規定により条例第15条第2項(条例第49条において準用する場合を含む。)、第27条

第1項若しくは第2項又は第60条第2項の規定による認定に対し意見を述べようとする者は、当
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該認定の通知を受けた日又は収入の額の変動があったと市長が認めた日から30日以内に収入

額等認定に対する意見申出書(様式第20。以下「意見申出書」という。)にその事実を証する

書類を添えて、市長に提出しなければならない。

2 市長は、前項の規定による意見申出書が提出された場合は、意見申出書を受理した日から30

日以内に収入額等認定更正通知書(様式第21)又は意見申出却下通知書(様式第22)により、当

該申出をした者に通知するものとする。

(平16規則152・一部改正)

(家賃等の減免基準)

第18条 条例第16条(条例第29条第5項、第31条第3項、第50条、第57条及び第61条において準用

する場合を含む。)に規定する家賃、条例第29条第3項の割増賃料、条例第31条第2項の金銭及

び条例第55条第2項の入居者負担額(以下この条において「家賃等」という。)の減免基準は、

次に掲げるところによる。

(1) 入居者等の収入月額(課税対象となる収入に非課税所得となっている年金、給付金等す

べての収入を加算し、公営住宅法施行令(昭和26年政令第240号)第1条第3号の規定に準じて

算出した額。以下この条において同じ。)が50,000円以下であること。

(2) 入居者等が6月以上の療養を要する病気にかかり、そのための支出を控除した収入月額

が前号の基準に該当すること。

(3) 入居者等が、水害、火災その他これらに類する災害により著しい損害を受けた場合にお

いて、生活必需品を得るための支出を控除した収入月額が第1号の基準に該当すること。

(4) 入居者が生活保護法(昭和25年法律第144号)による住宅扶助の受給者で、家賃等が住宅

扶助額を超える者又は6月以上の入院療養を要する同法の適用者で、住宅扶助料を削除され

たものであること。

2 家賃等の減免又は徴収猶予の額及び適用期間は、市長が別に定める。

3 家賃等の減免又は徴収猶予を受けようとする者は、市営住宅家賃等減免申請書(様式第23)

又は市営住宅家賃等徴収猶予申請書(様式第24)を市長に提出しなければならない。

4 市長は、前項の申請があった場合は、その内容を審査し、減免又は徴収猶予をすることが適

当であると認めたときは、減免又は徴収猶予を決定し、その旨を申請者に通知するものとす

る。

(平16規則152・平25規則77・一部改正)

(家賃等の納付)

第19条 条例第17条(条例第29条第5項、第31条第3項、第43条、第50条、第57条及び第61条にお

いて準用する場合を含む。)の規定による家賃、条例第29条第3項の割増賃料及び条例第55条

第2項の入居者負担額の納付は、市営住宅使用料納入通知書(様式第25)によるほか市長が別に

定める方法による。

(平16規則152・一部改正)
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(修繕費用の負担)

第20条 条例第19条(第3項を除き、条例第43条、条例第50条、第57条及び第61条において準用

する場合を含む。)に規定する修繕費用負担の範囲のほか、床の修繕費用については市の負担

とする。ただし、畳の表替え及び入居者又は社会福祉法人等の責めに帰すべき床板の修繕費

用については、入居者又は杜会福祉法人等の負担とする。

2 ふすまの張替え、破損ガラスの取替え等軽微な修繕に要する費用は、入居者又は社会福祉法

人等の負担とする。

(平16規則152・一部改正)

(住宅等を使用しないときの届出)

第21条 条例第24条(条例第43条、第50条、第57条及び第61条において準用する場合を含む。)

に規定する届出は、住宅等を使用しなくなる前日までに市営住宅不在届(様式第26)により行

わなければならない。

(平16規則152・一部改正)

(住宅用途一部変更申請書及び同承認書)

第22条 条例第25条ただし書(条例第43条、第50条、第57条及び第61条において準用する場合を

含む。)に規定する承認の申請は、市営住宅用途一部変更申請書(様式第27)による。

2 前項の申請に対する承認は、市営住宅用途一部変更承認書(様式第28)による。

(平16規則152・一部改正)

(住宅模様替、増築、工作物設置承認申請書及び同承認書)

第23条 条例第26条第1項(条例第43条、第50条、第57条及び第61条において準用する場合を含

む。)に規定する承認の申請は、市営住宅模様替・増築・工作物設置承認申請書(様式第29)

による。

2 前項の申請に対する承認は、市営住宅模様替・増築・工作物設置承認書(様式第30)による。

(平16規則152・一部改正)

(住宅等の返還届)

第24条 条例第39条第1項(条例第43条、第50条、第57条及び第61条において準用する場合を含

む。)に規定する住宅等の返還届は、市営住宅返還届(様式第31)による。

2 同居者は、入居者が住宅返還のうえ退去するときは、同時に退去しなければならない。ただ

し、条例第13条第1項(条例第50条、第57条及び第61条において準用する場合を含む。)又は第

2項に規定する承認を受けた場合は除く。

3 社会福祉法人等は、市営住宅を返還するときは、あらかじめ当該市営住宅を現に使用する者

を退去させておかなければならない。

(平16規則152・平25規則77・一部改正)

(定期入居決定に係る期間)

第25条 条例第40条の2第1項の規則で定める期間は、次の各号に掲げる住宅の区分に応じ、当
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該各号に定める期間とする。

(1) 地域の活性化を目的とする住宅 条例第11条第4項の入居可能日から起算して15年間又

は同日において現に同居する子のうち出生が最も遅い子が15歳に達する日以後の最初の3

月31日までの間のいずれか長い期間

(2) 子育て支援を目的とする住宅 条例第11条第4項の入居可能日において現に同居する子

のうち出生が最も遅い子が12歳に達する日以後の最初の3月31日までの間

(平26規則100・全改)

(定期入居決定に関する説明)

第26条 条例第40条の2第3項の説明は、定期入居決定に関する説明書(様式第32)を交付して行

うものとする。

(平22規則41・追加)

(定期入居決定者への通知書)

第27条 条例第40条の2第1項の規定による定期入居決定をした場合における条例第8条第2項に

規定する通知は、第6条第1項の規定にかかわらず、定期入居決定通知書(様式第33)によるも

のとする。この場合において、条例第8条第3項に規定する通知は、第6条第2項の規定にかか

わらず、定期入居決定通知書に借上げに係る市営住宅の借上げの期間が満了する日までに当

該市営住宅を明け渡さなければならない旨を記載することによって行うものとする。

(平22規則41・追加)

(定期入居決定に係る請書)

第28条 定期入居決定通知書による通知を受けた者が、条例第11条第1項第1号の規定により提

出する請書の様式は、第8条第1項の規定にかかわらず、請書(定期入居決定用)(様式第34)に

よるものとする。この場合においては、第8条第2項の規定を準用する。

(平22規則41・追加)

(定期入居決定に関する説明を受けた旨の証明書)

第29条 条例第40条の2第4項の規定による書類の提出は、定期入居決定に関する説明を受けた

旨の証明書(様式第35)を提出することにより行わなければならない。

(平22規則41・追加)

(定期入居決定期間満了通知書)

第30条 条例第40条の2第5項の規定による通知は、定期入居決定期間満了通知書(様式第36)を

送付して行うものとする。

(平22規則41・追加)

(定期入居決定に係る入居の承継)

第31条 条例第40条の2第1項の規定による定期入居決定について条例第13条第1項の規定によ

り入居の承継の承認を受けようとする者は、第14条第2項の規定にかかわらず、承継の理由と

なるべき事実の発生後30日以内に定期入居承継承認申請書(様式第37)を市長に提出しなけれ
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ばならない。

2 前項の申請に対する承認は、第14条第3項の規定にかかわらず、定期入居承継承認書(様式第

38)により行うものとする。

(平22規則41・追加)

(社会福祉法人等の市営住宅使用許可申請)

第32条 条例第41条第2項の書面には、同項に規定する事項のほか、市営住宅を杜会福祉事業等

に使用する理由、社会福祉事業等の概要、必要とする住宅の規格及び戸数、使用しようとす

る主体が法人の場合その概要その他市長が定める事項を記載しなければならない。

(平22規則41・旧第25条繰下)

(特定公共賃貸住宅の入居者資格)

第33条 条例第51条の規定により特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則(平成5

年建設省令第16号。以下「特優賃住宅法施行規則」という。)第26条の規定を適用する場合に

おいて、同条に規定する市長が定める基準及び額は、次のとおりとする。

(1) 特優賃住宅法施行規則第26条第2号の規定により特優賃住宅法施行規則第7条第1号を適

用する場合において、同号に規定する市長が定める額は、同号に規定する上限額と同額と

する。

(2) 特優賃住宅法施行規則第26条第3号に規定する市長が定める基準は、所得が、104,000

円以上であり、かつ、主たる所得者の年齢が50歳未満であることとする。

(3) 特優賃住宅法施行規則第26条第4号及び第5号に規定する市長が定める額は、同号に規定

する上限額と同額とする。

(平20規則103・追加、平22規則41・旧第26条繰下)

(特定公共賃貸住宅の家賃の減額)

第34条 条例第55条第2項に規定する家賃の減額を行う場合の家賃に代わる入居者負担額は、毎

年度、入居者の所得に応じ、近傍同種の民間の賃貸住宅の家賃を限度として市長が別に定め

る。

(平20規則103・旧第26条繰下、平22規則41・旧第27条繰下)

(特定公共賃貸住宅の家賃の減額申請等)

第35条 条例第56条第1項の規定により家賃の減額の申請をしようとする者は、毎年度、市長が

定める期間内に、特定公共賃貸住宅家賃減額申請書(様式第39)に入居者等その他当該入居者

が扶養している親族の所得額証明書その他市長が定める書類を添えて、市長に提出しなけれ

ばならない。

2 新たに特定公共賃貸住宅に入居しようとする者にあっては、入居申込書の提出をもって、特

定公共賃貸住宅家賃減額申請書が提出されたものとみなす。

(平20規則103・旧第27条繰下、平22規則41・旧第28条繰下・一部改正)

(その他住宅の収入の申告)
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第36条 条例第60条第1項の規定により収入の申告をしようとする者は、市長が定める期間内に、

収入申告書に入居者等その他当該入居者が扶養している親族の所得額証明書その他市長が定

める書類を添えて、市長に提出するものとする。

(平16規則152・追加、平20規則103・旧第28条繰下、平22規則41・旧第29条繰下)

(住宅検査員証)

第37条 条例第63条第3項に規定する証票の様式は、様式第40による。

(平16規則152・旧第28条繰下、平20規則29・一部改正、平20規則103・旧第29条繰下、

平22規則41・旧第30条繰下・一部改正)

付 則

(施行期日)

1 この規則は、平成9年6月1日から施行する。

(経過措置)

2 条例付則第2項の市営住宅又は共同施設については、平成10年3月31日までの間は、第12条か

ら第19条まで、第21条から第23条まで及び様式第13から様式第30までの規定は適用せず、改

正前の鹿児島市営住宅条例施行規則(以下「旧規則」という。)第10条から第13条まで、第15

条から第21条まで及び様式第12から様式第30までの規定は、なおその効力を有する。

3 前項の市営住宅については、平成10年3月31日までの間は、第2条中「条例第5条(第50条及び

第57条において準用する場合を含む。)」とあるのは「条例付則第2項に規定する旧条例第5

条」と、「市営住宅等又は店舗」とあるのは「条例付則第2項の市営住宅」と読み替えるもの

とする。

4 条例第14条第1項、第29条第1項又は第31条第1項の規定による家賃の決定に関し必要な手続

きその他の行為でこの規則で規定されているものについては、条例付則第2項の市営住宅又は

共同施設については第2項の規定にかかわらず、平成10年3月31日以前においても、それぞれ

この規則の例によりすることができる。

5 平成10年4月1日前に旧規則の規定によってした許可、決定及び申請その他の手続は、この規

則の相当規定によってしたものとみなす。

(吉田町等の編入に伴う経過措置)

6 吉田町、桜島町、喜入町、松元町及び郡山町(以下「5町」という。)の編入(以下「編入」と

いう。)の日前に、吉田町町営住宅管理条例施行規則(平成9年吉田町規則第27号)、桜島町公

営住宅管理条例施行規則(平成10年桜島町規則第27号)、桜島町特定公共賃貸住宅管理条例施

行規則(平成8年桜島町規則第2号)、桜島町若者いきいき住宅条例施行規則(平成4年桜島町規

則第18号)、喜入町公営住宅管理条例施行規則(平成9年喜入町規則第11号)、松元町営住宅設

置管理条例施行規則(平成9年松元町規則第15号)及び郡山町町営住宅の設置及び管理に関す

る条例施行規則(平成9年郡山町規則第32号)(以下「5町規則」という。)の規定によりされた

申請、通知その他の行為は、この規則の相当規定によりされた行為とみなす。
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(平16規則152・追加)

7 編入の日前に、5町規則に規定する様式により作成された書類並びに5町の区域内の市営住宅、

特定公共賃貸住宅及びその他住宅に関して5町の町長の定める様式により作成された書類は、

この規則に規定する様式により作成された書類とみなす。

(平16規則152・追加)

8 編入の際現に5町の区域内の市営住宅、特定公共賃貸住宅及びその他住宅に入居している者

に対して適用することにより、当該入居者が不利益となるこの規則の規定(次項を除く。)に

係るこれらの住宅の入居の条件については、当該規定にかかわらず、それぞれ5町規則の例に

よる。

(平16規則152・追加)

9 条例付則第12項の規定により市長が別に定めるところにより減額することができる場合は、

その者に係る条例第14条第1項、第29条第1項、第31条第1項、第54条第1項又は第59条第1項の

規定による家賃の額が平成16年度最終の家賃の額を超える場合とし、その減額する額は、こ

れらの規定による家賃の額から平成16年度最終の家賃の額を控除して得た額に次の表の左欄

に掲げる年度の区分に応じ同表の右欄に定める負担調整率を乗じて得た額とする。

年度の区分 負担調整率

平成17年度 0.75

平成18年度 0.5

平成19年度 0.25

(平16規則152・追加)

付 則(平成12年3月30日規則第16号)

1 この規則は、平成12年4月1日から施行する。

2 この規則の施行前にこの規則による改正前のそれぞれの規則に規定する様式により作成さ

れた書類は、この規則による改正後のそれぞれの規則に規定する様式により作成された書類

とみなす。

付 則(平成13年3月29日規則第54号)

この規則は、平成13年4月1日から施行する。

付 則(平成13年9月28日規則第95号)

この規則は、平成13年10月1日から施行する。

付 則(平成14年1月11日規則第2号)

この規則は、平成14年1月15日から施行する。

付 則(平成14年3月8日規則第6号)

この規則は、公布の日から施行する。

付 則(平成14年9月19日規則第82号)
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この規則は、平成14年10月1日から施行する。

付 則(平成16年3月4日規則第15号)

この規則は、平成16年4月1日から施行する。

付 則(平成16年10月20日規則第152号)

1 この規則は、平成16年11月1日から施行する。

2 この規則の施行前に改正前の鹿児島市営住宅条例施行規則に規定する様式により作成され

た書類は、改正後の鹿児島市営住宅条例施行規則に規定する様式により作成された書類とみ

なす。

付 則(平成17年2月17日規則第10号)

1 この規則は、平成17年4月1日から施行する。

2 この規則の施行前にこの規則による改正前の鹿児島市営住宅条例施行規則に規定する様式

により作成された書類は、この規則による改正後の鹿児島市営住宅条例施行規則に規定する

様式により作成された書類とみなす。

付 則(平成18年5月24日規則第79号)

1 この規則は、平成18年6月1日から施行する。

2 この規則の施行前に改正前の鹿児島市営住宅条例施行規則に規定する様式により作成され

た書類は、改正後の鹿児島市営住宅条例施行規則に規定する様式による作成された書類とみ

なす。

付 則(平成19年3月30日規則第106号)

(施行期日)

1 この規則は、平成19年4月1日から施行する。

(経過措置)

2 この規則の施行前に改正前の鹿児島市営住宅条例施行規則に規定する様式により作成され

た書類は、改正後の鹿児島市営住宅条例施行規則に規定する様式により作成された書類とみ

なす。

付 則(平成19年8月24日規則第140号)

(施行期日)

1 この規則は、平成19年9月1日から施行する。

(経過措置)

2 この規則の施行前に改正前の鹿児島市営住宅条例施行規則に規定する様式により作成され

た書類は、改正後の鹿児島市営住宅条例施行規則に規定する様式により作成された書類とみ

なす。

付 則(平成19年9月28日規則第156号)

(施行期日)

1 この規則は、平成19年10月1日から施行する。
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(経過措置)

2 この規則の施行前に改正前の鹿児島市営住宅条例施行規則に規定する様式により作成され

た書類は、改正後の鹿児島市営住宅条例施行規則に規定する様式により作成された書類とみ

なす。

付 則(平成20年3月26日規則第29号)

(施行期日)

1 この規則は、公布の日から施行する。

(経過措置)

2 この規則の施行の日前に改正前の鹿児島市営住宅条例施行規則に規定する様式により作成

された書類は、改正後の鹿児島市営住宅条例施行規則に規定する様式により作成された書類

とみなす。

付 則(平成20年9月29日規則第103号)

(施行期日)

1 この規則は、公布の日から施行する。

(経過措置)

2 この規則の施行の日前に改正前の鹿児島市営住宅条例施行規則に規定する様式により作成

された書類は、改正後の鹿児島市営住宅条例施行規則に規定する様式により作成された書類

とみなす。

付 則(平成21年3月27日規則第66号)

(施行期日)

1 この規則は、平成21年4月1日から施行する。

(経過措置)

2 この規則の施行の日前に改正前の鹿児島市営住宅条例施行規則に規定する様式により作成

された書類は、改正後の鹿児島市営住宅条例施行規則に規定する様式により作成された書類

とみなす。

付 則(平成21年5月25日規則第94号)

(施行期日)

1 この規則は、平成21年6月1日から施行する。

(経過措置)

2 この規則の施行の日前に改正前の鹿児島市営住宅条例施行規則に規定する様式により作成

された書類は、改正後の鹿児島市営住宅条例施行規則に規定する様式により作成された書類

とみなす。

付 則(平成22年3月30日規則第41号)

この規則は、平成22年4月1日から施行する。

付 則(平成25年3月29日規則第77号)
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この規則は、平成25年4月1日から施行する。

付 則(平成26年3月28日規則第48号)

この規則は、平成26年6月1日から施行する。

付 則(平成26年11月18日規則第100号)

この規則は、平成26年12月1日から施行する。

付 則(平成28年3月31日規則第111号)

(施行期日)

1 この規則は、平成28年4月1日から施行する。

(経過措置)

2 この規則の施行の日前に改正前の鹿児島市営住宅条例施行規則に規定する様式により作成

された書類は、改正後の鹿児島市営住宅条例施行規則に規定する様式により作成された書類

とみなす。
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   鹿児島市営住宅家賃等の減免又は徴収猶予に関する取扱要綱

                            制定 平成 元年 ３月３１日

                            改正 平成 ９年 ９月 ２日

                            改正 平成１６年１０月２０日

                            改正 平成２０年 ３月１３日

（趣旨）

第１条 この要綱は、鹿児島市営住宅条例（平成９年条例第１３号。以下「条例」という。）

第１６条（条例第２９条第５項、第３１条第３項、第５０条、第５７条及び第６１条におい

て準用する場合を含む。以下同じ。）に規定する家賃、条例第２９条第３項の割増賃料、条

例第３１条第２項の金銭及び条例第５５条第２項の入居者負担額（以下「家賃等」という。）

の減免又は徴収猶予について必要な事項を定めるものとする。

    一部改正［平成９年９月２日］・一部改正［平成１６年１０月２０日］

（減免額の基準）

第２条 鹿児島市営住宅条例施行規則（平成９年規則第７９号。以下「規則」という。）第 １

８条第１項第１号から第４号までに該当する者の家賃等の減免額の基準は、次のとおりと

とする。

(1) 規則第１８条第１項第１号から第３号までに該当する者については、次に掲げるところ  

により減免する。

  イ 収入月額が２５，０００円を超え、５０，０００円以下の者は、家賃等の４分の１に   

相当する額を減額する。（減額すべき金額に１００円未満の端数を生じたときは、これ   

を切り捨てた額。以下同じ。）

  ロ 収入月額が２５，０００円以下の者は、家賃等の２分の１に相当する額を減額する。

(2) 規則第１８条第１項第４号に規定する家賃等が住宅扶助額を超える者においては、その  

超える相当額分を減免し、又、６月以上の入院中に関わる住宅扶助料の削除された者につ  

いては､ 家賃等の全額を減免する｡

２ 条例第１６条第４号の規定に該当する者については、その変動した収入に応じた額まで家

賃等の額を減免する。

３ 条例第１６条第５号の規定に該当する者については、第１項各号に準じ減免する。

    一部改正［平成９年９月２日］

（減免申請の手続）

第３条 家賃等の減免を受けようとする者は、規則第１８条第３項に規定する市営住宅家賃等

減免申請書に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

(1) 住民票の写し（家族全員）

(2) 入居者等の所得額証明書、又は市県民税特別徴収税額通知書
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(3) 収入申立書（別記様式第１）

(4) 年金、恩給、給付金等を受給している場合は、受給を証する書類の写し

(5) 失業中の場合は、雇用保険受給資格者証の写し

(6) パート・アルバイト等により収入のある場合は、給与支払証明書

(7) 事故・災害等により、支給される保険金の明細書

(8) 病気による場合は、医師の診断書及び治療費の領収書

(9) 災害による場合は、関係機関の証する書類（り災証明書）

(10)前号による生活必需品の購入明細書と領収書

(11)生活保護者で住宅扶助が家賃等に満たない者及び６月以上の入院に伴う住宅扶助料の削

除された者においては、福祉事務所長の証する書類

(12)その他市長が必要と認める書類

２ 市長は、前項の申請書を受理したときは、書類の内容審査を行ない、必要に応じて実態調

査を行うこととする。

    一部改正［平成９年９月２日］

（徴収猶予の適用範囲）

第４条 家賃等の徴収猶予を受けることができる者の範囲は、規則第１８条第１項第１号から

第３号までに掲げる事由により、家賃等の納付が困難であると市長が認めたものとする。

    一部改正［平成９年９月２日］

（徴収猶予申請の手続）

第５条 家賃等の徴収猶予を受けようする者は、規則第１８条第３項に規定する市営住宅家賃

等徴収猶予申請書に第３条第１項各号に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。

２ 市長は、前項の申請書を受理したときは、第３条第２項の規定を準用する。

（減免又は徴収猶予承認の通知）

    一部改正［平成９年９月２日］

第６条 規則第１８条第４項に規定する通知は、市営住宅家賃等減免承認（不承認）通知書（ 別

記様式第２）又は、市営住宅家賃等徴収猶予承認（不承認）通知書（別記様式第３）によ る。

    一部改正［平成９年９月２日］

（減免及び徴収猶予の期間）

第７条 規則第１８条第２項に規定する家賃等の減免の期間は１年以内とし、家賃等の徴収猶

予については、６月以内を限度とする。

２ 前項の適用期間は申請日の属する翌月から適用し、当該年度の末日までとする。ただし、

市長が特別の理由があると認めた者については、この限りではないものとする。

３ 第１項の規定により、引き続き家賃等の減免又は徴収猶予を受けようとする者は、第３条

又は第５条の規定により改めて申請するものとする。

    一部改正［平成９年９月２日］
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（適用除外）

第８条 公営住宅法及び条例・規則、その他関係法令並びにこれに基づく指示命令を遵守しな

い入居者等は、規則第１８条第１項第１号から第４号までの規定に係わらず、家賃等の減免

若しくは徴収猶予を行わないものとする。

    一部改正［平成９年９月２日］

（届出義務）

第９条 家賃等の減免又は徴収猶予の承認を受けた者は、その事由が消滅したときは、速やか

に市営住宅家賃等減免事由消滅届（別記様式第４）又は､ 市営住宅家賃等徴収猶予事由消滅

届（別記様式第５）を市長に提出しなければならない。

２ 市長は､ 前項の届出を受理したときは､ 事由の発生した日の属する月から家賃等減免又は

徴収猶予の適用を除外する｡

（承認の取消及び変更）

第１０条 市長は、家賃等の減免又は徴収猶予を受けた者が、次の各号に該当するときは承認

の取消し、又は、家賃等の減免若しくは徴収猶予の変更を行うものとする｡

(1) 虚偽の申請をしたとき

(2) 届出義務に違反したとき

(3) 家賃等を滞納したとき

(4) その他､ 違反事項があると認めたとき

２ 前項第１号に該当する者は、その承認を受けたときから､ 又第２号から第４号に該当する

者は、その理由が生じたときから減免若しくは徴収猶予の取消し並びに変更を行うものとす

る｡

   付 則

この要綱は、平成元年３月３１日から施行する。

   付 則（平成９年９月２日改正）

（施行期日）

１ この要綱は、平成９年９月２日から施行する。

（経過措置）

２ 鹿児島市営住宅条例（平成９年条例第１３号）付則第２項の市営住宅については、平成

１０年３月３１日までの間は、第１条の規定による改正前の鹿児島市営住宅増改築模様替に

関する承認基準要綱（昭和５３年４月１日制定）、第２条の規定による改正前の鹿児島市営

住宅住替要綱（平成元年３月３１日制定）及び第３条の規定による改正前の鹿児島市営住宅

家賃等の減免又は徴収猶予に関する取扱要綱（平成元年３月３１日制定）の規定は、なおそ

の効力を有する。

※平成９年９月２日の改正は３つの要綱を１つの要綱で改正したものであり、この付則の第２項中の条番号は、

３つの要綱を同時に改正する際の要綱の条番号である。



【届出_根拠規範】46_鹿児島県鹿児島市_1_2

65【届出_根拠規範】46_鹿児島県鹿児島市_1_2

   付 則

この要綱は、平成１６年１１月１日から施行する。

  付 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱の施行の日前に改正前の鹿児島市営住宅家賃等の減免又は徴収猶予に関する取扱

要綱に規定する様式により作成された書類は、改正後の鹿児島市営住宅家賃等の減免又は徴

収猶予に関する取扱要綱に規定する様式により作成された書類とみなす。


